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1．はじめに

　　人工衛星からの電波を利用した測位技術は、24時間全世界・全天候で使

　用でき、これによって3次元の絶対位置をリアルタイムで高精度に測位でき

　　る。また正確な時刻・速度も計測できる等の特徴を有しており、今後の発展

　が期待されている宇宙技術の一つである。

　現在、稼働している衛星測位システムの中で、米国国防総省によって開発

されたGPSは、軍事目的のみならず、民生分野でも広く利用されている。

　我が国においても、カーナビゲーションが既に広く一般に普及しており、

また測量・地殻変動観測分野でもGPSは不可欠なものとなっている。さら

に、航空管制や海上航行システム等多くの分野で幅広く利用され始めている・

一方、衛星測位技術に関する研究開発については、我が国ではこれまで利用

技術の研究開発は進められ実用化されつつあるが、衛星測位システム全体の

技術開発は行われていない。

　平成8年1月改訂の宇宙開発政策大綱で、衛星測位は、通信・放送・測位
等の分野の一つとして「我が国におけるニーズの高度化・多様化に対応でき

るよう・国際協力の可能性を勘案しつつ、測位精度の向上のための測位シス

テム関連の要素技術の開発を進めるとともに、通信機能との複合化等を考慮

した将来型の測位技術の開発を進める」と位置付けられ、開発の必要性が示
唆された。

ポ審q

　大綱を受けて、平成8年7月に計画調整部会において行われた「宇宙開発

計画」の見直しに関する要望事項審議の中で、郵政省から「高精度測位衛星

システムの研究」、科学技術庁・郵政省から「技術試験衛星皿型（ETS一

孤）の開発研究」の一部として同衛星への高精度時刻基準装置搭載が提案さ

れ・両者共に9年度からの開始が妥当とされた。一方、科学技術庁からの

「測位技術実証に係るミッション実証衛星のミッション機器開発」の提案は・

我が国として衛星測位システム開発への取り組み方針が不明確な段階で衛星

打上げを目指したミッション機器開発を行うことは時期尚早とされた。また

その際、測位に関して、利用者等の意見を踏まえ、具体的にどのように進め

ていくか検討する必要があるとの意見も加えられた。

　そこで宇宙開発委員会は、我が国における衛星測位技術開発のあり方につ

いて必要な調査審議を計画調整部会に付託し、同部会は、専門的な検討を行

うため、衛星測位技術分科会を設置した。

　本報告書は、本分科会にて審議した衛星測位システムの現状と問題点、各

利用分野での利用の現状とニーズ及び将来動向、並びにそこから抽出した我

が国の取り組むべき方針と技術開発課題についてまとめたものである。
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2．衛星測位システムの現状と問題点

2．1衛星測位システムの現状（執筆担当1西口専門委員）

　　　　現在稼働している衛星測位システムは、以下の2種類である。

　　　①米国国防総省が管理運用しているNAVSTAR／GPS
　　　②ロシア連邦国防省が管理運用しているGLONASS
　　　　いずれも軍用に開発されたシステムであり、その利用の一部が民生用に

　　　解放されているが、民生用で地球規模の衛星測位システムを保有・管理・

　　　運用する国際的機関は、現在、存在しない。

　更に、広域的にGPSやGLONASSの機能・性能を増強・拡張する
目的で計画されている増強システムに以下の3種類がある。
①FAAが推進中のWAAS　　　　　　　　　　　　　　　　　　　璃◎・

②欧州連合の提唱するGNSS／EGNOS
③日本運輸省が計画しているMTSATを利用するMSAS
　衛星測位システムは、原則として全世界にボーダーレスで利用でき、幅

広い分野で利用可能なものであり、様々なユーザーの現在および将来のニ

ーズを満たすサービスを提供する目的を有している。

　また、地域的なDGPSを含む増強システム等のインフラ構築により、

飛躍的に利用分野を拡大し新市場を活性化するものと期待されている。

2．1．1衛星測位の歴史

（1）米国のGPS

　　　1960年代初期に米国海軍が開発したNNSSは、第一世代衛星測位
　　システムであり、初期の軍事利用を経て1967年民生利用に転用された

　　が、サービス範囲・時間の制約等で利用が少なく、GPSの実用化後、

　　1994年末にサービスを停止した。
　　　GPSは第二世代衛星測位システムである。様々な基礎技術開発や米国
　　陸・海・空軍の調整を経て、新システムは全ての軍関係機関が参画する

　　Joint　Program　Officeが開発するものとして1974年にロックウェル社

　　に発注された。

　　　1978年2月に最初のBlockI衛星が打ち上げられ、以降BIockH、

　　BlockHA衛星により、1993年にシステムが完成し同年12月8日付け
　　にて米国国防長官がlOC宣言を発表した。

　　　BlockH、　HA衛星24基の軌道上完成をもって1995年9月にFOC
　　宣言がなされた。　1997年1月置ら、代替衛星BlockHR衛星の打ち上

　　げが始まり、2001年から2016年にかけて打ち上げ予定の次世代の
　　BlockHF衛星の発注手続きも完了している。

　　　　1996年3月29日に発出されたGPSに関する米国政府の新政策
　　　（米国大統領決定）は大略次の通りである。
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　第一の要点は、GPSシステムを継続的に維持し、利用者に直接課金す

ることなく全世界に開放することを再確認した点である。

　第二の要点は、民生利用信号（L1波C／Aコード）の精度を引き下げて

いるS／Aを向こう10年以内に廃止するという決定である。　この実施に対

し米国政府は軍でS／A抜きの運用に向けての十分な準備期間と資金を提供

することになっている。

　その他の要点は、GPS基本システムと米国の精度増強部分を国際標準
として利用することを提唱し外交努力するというものである。

　本教書は、約3年間に亘る調査や討議、立案作業が行われ、更に米国政

府内関係省庁の調整を経てそれらの諸機関の間で合意をみた上での発表で

あり、堅牢な政策指針である。即ち、GPS政策は国防総省や運輸省、商

務省等が独自に解釈できるものではなくなったことをも意味している。

図2－1にGPSの構成図、図2－2にGPS打上げ計画図を示す。

（2）ロシアのGLONASS
　　　旧ソ連時代の1982年に実験衛星を打ち上げ1984年にテストを開
　　始し・その後の10年間は打上げ／故障衛星の排除を繰り返してきたが旧

　　ソ連からCISロシアになり、システム完成に向けて計画を継続してきた。

　　初期のプロトタイプ衛星の設計寿命は1年に過ぎなかったが、ロシアは

　　寿命を延ばすことより打上げ回数を増やすことを優先しており、将来に亘

　　って衛星群を維持できる在庫衛星を有していたと思われる。

　　　1995年始めには16基の稼動であったが、1996年1月18日に
　　軌道高度19，150kmに25基（スペア1基）の衛星群を完成させ本格的
　　な稼動に入った。　現在稼働中の衛星は設計寿命3年であるが、7基は既

　　に3年以上稼動している。

　　　1995年3月7日付けにてチェルノムイルジン首相は、近くシステム
　　を完成させ民生利用に開放すること、サービス提供体制を整えること、I

　　CAOおよびlMOに正式にオファーすること等を事前布告し、ロシア政F
　　府運輸大臣は・1996年2月5日付けでICAO宛に正式オファーを出蔑した。

　　図2－3にGLONASSの概要を示す。

（3）欧州連合のGNSS構想

　　　DG－7では、　EuroPean　TransPort　ApProachの一環としてGNSS構

　　想を発表した。一国の軍当局の制御権に委ねられた衛星測位システムを

　　国際的な民生機関による制御権に移行させる一つの解決策を提案するもの

　　であり、欧州が真の国際的な民生衛星測位システムの構築に指導力を発揮

　　しょうという構想である。第一にまとまり易い欧州の民生航空分野のニー

　　ズを満たすGNSS－1計画で基盤を作り、その後内外の参画を得て全ユ

　　ーザー対象の多機能多重システムとしてGNSS－2に引き継ぐ構想であ

　　る。GNSS－1の段階は、GPSおよびGLONASSを衛星測位基本
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システムとして受入れ、インマルサット衛星を利用したEGNOSを構築

し、GNSS－2の段階では、民生用測位システムペイロードのみを積む
衛星（GPS衛星より小型軽量低コスト40基程度）を保有し、費用を国
際的に分担する形で管理運用するアイデアである。

　1991年9月5日の第10回ICAO会議（AirNavigation　Confere
nce）に引き続き、1992年5月8日のIMO会議（38th　Subcommittee
on　Safety　of　Navigation）に対し、米国政府が「GPSの国際的民生利用

に関する正式なコミットメント」を提案したのを契機に、IMO、　ICA

O　FANS委員会を舞台に各種論議が活発化した。更に欧州全体の問題
としてEU委員会で取り上げられる等の経緯を経てGNSS構i想へと発展

した。図2－4にEGNOS構想、図2－5にGNSS開発スケジュール
概要を示す。

2．1．2衛星測位の基本的特性

　　衛星測位システムの5大特徴を以下に示す。

　　・24時間、宇宙を含む全世界をカバーし、全天候型である。

　　　（旧来の地上型測位システムに比し圧倒的にカバー率が高くグローバル）

　　・静止点、移動体を問わず3次元（緯度、経度・高度）の絶対位置を・リア

　　　ルタイムで且つ高精度測位ができる。

　　・正確な時刻、速度を計測できる。

　　・移動体の方位確認・姿勢制御にも利用できる・
　　・各種通信システムとの組み合わせで補強ができる柔軟性を有している・

2rL　3等星測位に関する制度／体制

（1）米国のGPS

　①制度1軍事・民生両用であることが基本的制度である。

　　（i）GPS基本システムに関するサービスには、次の2種類がある。

　　　PPS
　　　　・L1波（1575．24MHz　C／Aコード），　L2波（1227。6MHz　P－Yコード）両波

　　　　　利用可能。　L2波（Pコード）はスクランブルされている（Yコード）。

　　　　・精度保証の対象1水平測位精度、高度、時刻、速度

　　　　・利用可能資格者1軍関係機関等米国当局と利用契約締結者のみ

　　　SPS
　　　　・L1波のみ利用可能。　（現実には、　L　1、L2両搬送波が利用されて

　　　　　いるがし2波については国防総省が公式に認めたものではない。）

　　　　・LlC／AコードにはS／Aと呼ばれる精度劣化信号が付加されている。

　　　　　この為rangmg　errorレベルで30mの誤差となりPPSと差別化されて

　　　　　いる。

　　　　・精度保証の対象＝水平測位精度、高度、時刻（速度は保証対象外）。

　　　　・利用可能資格者1全世界の民生・商用・学術等平和的利用者の全て。
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　　　　（米国及びその同盟国の有事の際は48時間前の事前通知によりサー

　　　　ビスを中断することがある。lCAOに対しては少なくとも6ヶ月
　　　　前までに事前通知する。）

（ii）WAAS、　LAAS等のGPS増強サービス
　　　米国の政府機関が提供するものについては隔年公告のFRPの中で通
　　達される。

　　　民間企業が提供する増強サービスについてはこれを抑制しないことを

　　基本原則とする。但し、利用する通信の周波数割り当てに関しては当局

　　の指導に基づくこと、及び国家的有事の際は上記G）による。

　　　米国以外の国が実施するWAASは、国際安全保障上の必要性から、

　　米国との2国或いは多国間協定に基づくことを米国政府が希望している。

②体制

　　DODとDOTが共同で実施しているrPos／Nav　Executive　Board」を頂

　点に・恒久的な米国政府関係省庁調整会議としてGlACを新設し、旧来よ

　り活動してきた国際交流機関CGSlCとの並列で、国内外にGPSの民生
　利用促進を奨励する体制を固めている。

　　Pos／Nav　Executive　Boardは、　FRPの政策・方針策定機関でもある。最

　近になって、Pos／Nav　Executive　Boardは、　DODと6省庁共管のiGEB

　に刷新された。図2－6にlGEB体制を、図2－7にCGSIC組織を示
　す。

（2）ロシアGLONASSシステム
①制度

　　基本的にはロシア連邦の軍事用技術であるが、ICAOおよびlMOに対
　して15年間無料提供を申し出る等民生利用にも開放している。S／Aを伴わ

　ないため・精度は、水平方向60m、高度75m、使用率99。7％である。

　図2－9にGPSとGLONASSの精度比較を示す。
②体制

　　ロシア連邦国防省、運輸省及び宇宙庁が開発・管理・運用の責任官庁であ

　る。また国内外向けの民生利用サービスのための政策・方針について国防省、

　運輸省、軍事産業委員会、宇宙庁等で調整会議を開催している。

（3）欧州のGNSS

　GNSS機i関の設立、予算確保等の体制作りを以下の如く展開している。

①制度

　　欧州委員会の手による欧州無線・航法計画ERNPがその基本的ガイドラ

　インとなる予定。

②体制

　　EU各国の運輸大臣で構成される閣僚理事会（GNSSCouncil）を頂点

　に、EU委員会のDG－7が中心となりDG－12およびDG－13が関与
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してGNSSアプローチが推進されている。

1994年12月にEU閣僚理事会で承認された推進体制は、次の3グルー
プによるハイグループが中心である。GNSS体制を図2－8に示す。
・Senior　Official　GrouPl各国政府代表及び政府機関、国際機関の代表

・Conference　GrouP　　＝ユーザ組織、　DGPS・テレ］ム事業者及び産業界

・Adhoc　Working　GrouP　＝各種専門家による4種類の作業部会

競争力から全面的な情報公開は期待できない。従って米副ま、民生利用に

はSPSサービスの無料開放政策を採用し、国際標準としての認知を得る
努力をしている。更に安全保障上、米国による一元管理運用体制が好まし

いと主張しており、幅広い利用ニーズにどの程度対応するか不透明である。

　さらに、民生市場の拡大発展につれて、米国GPS政策が変化する可能
性をも否定できない。

2．2衛星測位システムの問題点（執筆担当：西口専門委員／北原専門委員）

2．2．1衛星測位システム特性上の問題点

（D

　　　ビル陰谷あい等地理的条件により衛星を捕捉できない場合がある．　　i

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ご㊦

　（2）U年周期でやってくる太陽活動の最盛期Solar　Highによる電離層への影

　　　響がある。平時では、衛星からの無線信号の電離層遅延についてはモデ

　　　ル化されて補正の上、測位情報の一つとして放送されているが・Solar

　　　田gh時には、複雑な要因が絡み合って、遅延を特定できない。今世紀末の

　　　　Solar　High時には受信機の能力を超える位相変動現象に直面する可能性

　　　があり（6～7mの誤差と推定）、特に2波利用の精密測量分野への影響が

　　　大きいと予想されている。この影響は、精度問題以上に使用率（Availa－

　　　biIity）及び完全性（lntegrity）の問題である。

　　　　解決策として第2周波数L5（C／Aコード）追加を検討し・GPSBIr
　　　ckHFの契約にはL50Ptionが含まれているが、今世紀末には間に合わな

　　　い。

　（3）GPS信号が地上の電波干渉源（VHF　TV電波等）に侵されている事（：う

　　　例が報告されており、特に航空業界にとって問題である・

　　　欧州では「GPS　lnterference　Working　GrouP」を結成して干渉源検知

　　　活動に熱心に取り組んでいる。

　　　　我が国においても、Lバンドのディジタル携帯電話等がGPSやGLO
　　　NASS信号に近接しており、カーナビゲーション等のマルチパス対策を

　　　含めたGPS受信機のフィルター対策強化等が要求される・

（2）ボーダーレスな利用領域である航空、海運等の分野においては、衛星測位

　システム及びその増強システムは国際的な標準化が望ましい。現在、これ騙

　に関してICAOやlMO、　CGGTTS等の国際機関で標準化に取り組
　んでおり、我が国も対応が必要である。

（3）国際的な周波数配分問題でGLONASSは、システム変換を余儀なくさ

　れている。当初の周波数割り当ては、1602÷0．5625n　MHz（n＝O，

　　1，2，．．．，24）であったが、1610．6～1613．8MHz帯域にお．
　ける電波干渉問題やイリジウム等の低軌道周回衛星移動体通信事業者グル

　ープ（MSS）とのし波帯における使用周波数帯域の調整協議の結果、16

　10MHz以上をMSSに譲り2005年1月より1605MHZ以下にするこ
　ととなった。目下GLONASS－Mへのシステム変換に取り組み中であ
　るが打ち上がるまで不明である。

　　GLONASSはS／Aを伴わず衛星寿命の延長にも成功しているが小半
　障を頻発しており、ロシアにおいてすらGLONASS受信機の保有台数
　はGPS受信機の1，000分の1程度という現実から、システムの信頼
　性及び普及等について問題が残っている。また衛星の健康状態やメンテナ

　ンス情報であるNAGUSサービスによる追跡モニター試験の結果とロシ
　ア当局の発表に相違がある場合があり、この点も今後の重要課題である。

2。2。2衛星測位システム制度上の問題点

　（1）GPSもGLONASSも軍事・民生両用であるという点が問題である。
　　　GPSは、全世界に亘ってユーザーが利用できるが、その管理運用権は

　　米国国防総省にあり当面その制御権を手放す意図は米国にはない・

　　　GLONASSは、ロシアの軍当局が保有・運用しており、その一部が
　　世界的に民生ユーザーに提供されているというGPSと同様の状況にある。

　　　また米国は、GPSに核不拡散モニター機能を搭載しており、宇宙開発
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2．3我が国の衛星測位関連技術レベル
　　　　　　　　　　　　　　　　　（執筆担当：北原専門委員／飯田専門委員）

2．3．1衛星搭載用原子時計

　　　GPSにはルビジウムまたはセシウム時計が搭載されている。我が国の

　　原子時計技術は、CRLにおいて水素メーザ時計を中心とした研究が進め

　　られている他、地上の通信・放送の同期確保等を目的とした小型ルビジウ

　　ム原子時計が2社により開発され、運用されている。セシウム原子発振器

　　も開発されたが、外国製品の競争力が強い。

　（1）ルビジウム時計

　　　地上用ルビジウム原子発振器の宇宙用への改修においては・ロケット打

　　上げ時の機械的環境に耐え、軌道上における熱真空環境・放射線環境下で

　　特性の劣化を抑え性能を満足させるように設計する必要がある・

　　①打上げ時の機械的環境耐性の向上
　　　　地上用ルビジウム原子発振器の電子回路部は宇宙用の実装設計に近い

　　　ことから、宇宙用の開発は可能である。ルビジウムガスを封じ込めてあ

　　　る光学部（ランプセル、検出部等）がガラスで構成されており・保持機

　　　構が不十分野ことから、耐振性（振動、衝撃）の改良等が課題である・

　　②宇宙環境下での周波数安定度の確保

　　　　・耐熱真空特性

　　　　　周波数安定度は温度依存性があるので、周波数安定度の向上のため

　　　　には、光学部の温度変化を抑えるように熱制御を施す必要がある・

　　　　・耐放射線特性

　　　　　周波数安定度はルビジウムの光強度に大きく依存することから・光

　　　　学部品には放射線照射による透過率の低下を生じない耐放射線性部品

　　　　が必要となり、特性劣化の少ない光学部品に変更する必要がある・

　　　　・ルビジウムランプの光強度の増大化

　　　　　周波数安定度向上のためには、光学部を通過するルビジウム光強度

　　　　を増大させる必要がある。

（2）セシウム時計

　　セシウムについてはルビジウムに比べて技術的に難しいこと、また地上

　用の生産が維持されていないこと等から、宇宙用を国産化することは困難

　と考えられる。

（3）水素メーザ時計

　我が国の衛星測位技術の確立を図る上で、測位精度向上を考えるとルビジ

　ウムよりも周波数安定度が優れた水素メーザ型原子発振器が必要となる。

　地上用で周波数安定度10ヨ5レベルに達しているが、衛星に搭載するため

　には耐機械振動性、耐熱真空特性、耐放射線特性の改善の他、小型軽量化、

　低消費電力化が課題である。課題の詳細は、4章参考1で説明する・
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2．3．2時刻管理技術

　　（1）原子時構築の現状

　　　　周波数、それを積分して得られる時刻／時間は現在もっとも精度が高

　　　く、各種標準の中での基準ともいえる存在である。

　　　　現在、1秒の長さはセシウム原子の超微細構造間の遷移周波数に基づ

　　　いて定義付けられており、その確度は10－5台に達している。また・

　　　”長さ”の基準は、真空中の光速度を仲介として、1秒の時間間隔に基

　　　づいて定められている。
　　　　周波数／時刻標準の特殊性として、遠隔地点間り標準器を電波等の手

　　　段を用いて比較可能なことが挙げられる。これにより、世界各国のT＆

　　　　F機関間の比較が定常的に高精度に実施され、全世界のT＆F機関の周

波数標準器（原子時計）の平均値としてTAlやUTCが決定される・
この作業はフランス・パリ郊外のBlPMにおいて実施されており・全

世界のT＆F機関の原子時計のデータと時刻比較結果が集約され・AL
GOSと呼ばれるアルゴリズムにより計算がなされる。この結果出力さ

れるTAl、並びにUTCは、現在最も確度と一様性の高い時系である・
　精密衛星測位において、周波数／時刻の管理はシステム全体の運営上・

重要な要素技術であり、最終的な利用者測位精度にも影響する。

　GPSにおいては、システム全体を維持するため1つの時系一GPS
timeが代表時刻として統括されており、GPStimeは、　USNOが維持

するUTC（USNO）に同期する形で維持されている。

（2）精密測位衛星システムにおける時刻管理

　　GPSのような複数の衛星を用いたシステムにおいては、システム全

　体の時刻管理が重要な要素であり、GPSでは、米国コロラド州コロラ

　ドスプリングスのFalcon空軍基地内のGPSMaster　Control　Station

　内で維持されるGPStimeがシステムの基準時系となっている。
　　GPStimeと各GPS衛星搭載原子時計（送信信号の基準時計）との
　時刻差情報は、GPS衛星からの広報データに補正情報（GPStimeと
　搭載原子時計の差の情報を2次式で近似した係数）として利用者に送信

　されており、これを用いることにより利用者は同一の時系を共有するこ

　とが可能になる。

　　図2－10にGPSにおける時刻管理システムを示す。各GPS衛星
　搭載時計とGPStimeの比較は、　GPSMaster　Control　Stationを含む

　6カ所のモニター局で各GPS衛星の信号を受信（L1，L2の測距信
　号をL5秒毎に15分間積分）し、気象データと共にMaster　Controi
　Stationへ伝送され、処理がなされる。　USNOとコロラドスプリングス
　との間は、通信衛星を用いた衛星双方向時刻比較システムにより高精度・

　高頻度（サブns、1時間毎）に時刻比較がなされ、　UTC（USNO）
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と比較がなされている。各モニター局の基準時計はセシウム原子時計で
ある。

2．3．3高精度軌道決定技術

　　　衛星測位シズテムでは、測位衛星の軌道を実時間・高精度で決定し、軌

　　道情報を航法メッセージの放送軌道暦として、ユーザーに通知する必要が

　　ある。GPSの場合、航法メッセージの軌道精度は、位置で10～20m
　　程度と言われており、GPSでは測位信号を地上局（既知の固定点）で受
　　信・処理して、軌道決定を行っているようである。

　　　NASDAでは、測距データをバッチ処理して軌道決定を行っており、
　　その精度は周回衛星で150m程度であるが、測位信号を測距データとし

　　て処理することで、10m程度の軌道決定精度は達成可能である。軌道要

　　素をユーザーに通知するためには、軌道決定値を伝搬し、放送軌道暦を生

　　成する必要があるが、GPSのように8時間の伝搬後に必要な精度を満た
　　すためには、重力モデルの高精度化と、自然外乱の高精度推定が必要であ

　　る。また、実時間軌道決定については、ETS－Mで試験を行っており、
　　実用化への取組みを行っている。但し、全世界的な衛星測位システムを構

　　築する場合には、軌道全周回に渡って測距を行うことが望ましく、世界的

　　なモニタ局ネットワークが必要となる。衛星測位システムとしてGPSを
　　上回る測位サービスを行う場合には、1m程度の軌道決定精度が望ましく、

　　衛星間測距等が必要となると考えられるが、必要な技術要素は現在研究中

　　である。

2。3，4ETS一皿搭載高精度時刻基準装置の概要

　　（1）ETS一～狙搭載高精度時刻基準装置の構成

　　　・基準周波数発振部

　　　　原子時計により高安定な基準周波数を発生する。

　　　・時刻基準信号発生部

　　　　基準クロックを用いて時刻コードを生成し、衛星の軌道情報等の各種

　　　　情報を時刻コードに付加し、時刻基準信号を発生させる。

　　　・高周波部

　　　　搬送波をPコード及び時刻基準信号により変調し送信する。

　　　・レーザCCR
　　　　地上からのレーザ光信号を本リフレクタで反射させ、地上で受信する

　　　　ことにより測距を行なう。

　　（2）搭載実験

　　　ETS一田で実施する主な搭載実験項目は以下の通りである。

　　　・原子時計の評価及び管理　　　　・測距手法及び誤差の評価

　　　・衛星軌道決定　　　　　　　　　　・その他
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3・衛星測位システムに対するニーズ、利用状況、問題点及び将来動向の予測

3・1建設分野（執筆担当：佐田専門委員）
（1）利用状況全般

①受信機の種類

　　　建設分野への応用は、陸上・海上における測量、計測、建設機械の位置

　　計測など広範囲に及んでいる。ここで用いられているGPS受信機は干渉

　　測位用であり、単独測位用受信機は精度が低いためほとんど使用されない。

　　干渉測位によれば、基線の測定にmmオーダーの精度が得られるが、機器の

　　価格が数百万円と高価である。干渉測位にはスタティック法とキネマティ

　　ック法があり、固定点の計測にはスタティック法が、移動しながらの計測

　　にはキネマティック法が用いられる。また、受信帯域数がL1帯のみのも

　　の（1周波タイプ）とし1、L2帯を両方受信するもの（2周波タイプ）

　　とがある。前者は短距離のスタティック法専用機として用いられることが

　　多い。一方、後者は長距離計測やRTKが可能な機種で、応用範囲が広い。

　　図3－1にGPS測位の種類を示す。
②機器の普及台数

　　　国土地理院の調査によれば、平成6年11月末1894台であったGP
　　S測量機は・平成8年2月末には4395台に増加している。業種別では

　測量業2392台、建設業160台、学校関係396台、官庁関係101
　　3台となっている。急速な普及の背景としては、技術革新の結果、GPS

　測量機が小型・軽量化されたこと、rGPSを用いる公共測量マニュアル
　　（案）」などにより、広く測量業界に浸透しつつあること等が挙げられる。

　　表3－1に平成8年2月末調査の業種別普及台数、図3－2に業種別普及
　　台数を示す。

（2）陸上建設での利用状況

①測量分野
　　　測量分野ではスタティック法による基準点測量に主に用いられている。

　　スタティック法は、座標が既知の点と未知の点にGPS測量機を設置し、
　　通常60分以上衛星電波を受信・記録した後、パソコンによる解析処理に

　　よって班知点・未知点間の基線を計算し、座標を求める方法である。従来

　　の測量法と異なって測定する点間の視通を必要とせず、長距離でも、また

　　天候にほとんど左右されず1日24時間測定できる。

　　　例えば・山越えの基準点測量の場合、在来測量法では、始点から終点ま

　　で立通を確保しながら点をつなげるため、木や下草などの障害物を除去し

　　ながら作業し、1～2週間も作業することもある。しかし、GPS測量で
　　はわずか1時間程度の測定で作業が終わるため極めて効率的である。今や

　　GPSは基準点測量には不可欠である。

　　　基準点測量に用いるGPS測量機は1周波タイプのもので十分であり、
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　最近は、GPS測量機の小型化、低価格化により、普及が進んでいる。

　図3－3にGPSによる基準点測量を示す。
②計測分野
　　陸上建設分野では、GPSを計測に利用している例も多い。2周波タイ
　プの受信機を用いたRTKが主に用いられている。これは、既知点と未知

　点のGPS受信機間を通信システムを介してリアルタイムにデータ伝送を

　行い、未知君側の受信機で基線解析を実時間で行う方法である。RTKで
　は高精度測位のために初期化を行う必要があり、任意の点で初期化を実施

　するには、整数値バイアスを短時間で求められる2周波タイプの受信機で

　なければならない。

　　RTKはハンディターミナルやハンディパソコンに接続することで移動

　しながら自らの位置を確認できるナビゲーション機能を持つことができる。

　を現地に設置する作業にも利用されている。

　図3－4にRTKのシステ云構成、図3－5に応用計測例を示す・
③建設機械分野
　　ブルドーザ、振動ローラー等の建設機械にGPS受信機を搭載し・機械

　の作業軌跡を記録したり、リアルタイムに機械の位置を計測することによ

　　り、遠隔地から機械を制御することに利用されている。雲仙普賢岳の災害

　復旧工事において、人が入れない危険区域でCCDカメラとGPSを用い
　て遠隔地から建設機械を制御する無人化施工が試験的に実施された・

　　建設機械メーカーにおいても、GPSを組み込んだ遠隔制御システム、

　　自動運転システムが研究開発されている。これらの利用においては、高精

　度とリアルタイム性が要求されるため、RTKが用いられている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ嘱
（3）陸上建設における衛星測位の問題点

①衛星のVisibility　　　　　　　　　　　　　　　　　　；
　　　衛星測位には4個以上の衛星捕捉が必要なため、市街地や山林部などで　　　、

　　建物や樹木が障害物となって、使用不能になることが多い。スタティック

　　法では、GPSアンテナを高所に固定するアンテナタワーの利用によって

　　対処しているが、対応しきれない場所も多く、その場合は在来の測量法に

　　よるしかない。また、移動しながら計測するRTKでは高精度測位を保つ

　　ために連続4個以上の衛星を把捉する必要があり、障害物により、受信が

　　途切れると再初期化に数分を要する。障害物が多い場合、効率が低下する。

②マルチパス、電波障害の問題
　　　L2帯を使用するRTKにとって特に問題である。　L2帯はL1帯に比
　　し受信強度が弱いため、マルチパスや電波障害の影響を受けやすいので、

　　RTKの初期化が不能になったり時間がかかるという問題が発生する。

③通信の制約
　　　RTKでは基準局（固定局）と移動局間を通信システムで結び、リアル
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　タイムにデータ伝送を行っている。現在、自由に使用できるのは特定小電

　力無線であるが、使用範囲が最大でも半径2km程度と限られている。

④衛星測位利用の継続性
　　測量業者や計測業者は、会社規模に比してGPSに多額の投資を行って・

　GPS機器を直接用いて業務を行っているところも多く・GPS利用の継
　続性に対する関心は非常に高い。また、技術的にはSolar　Highの影響につ

　いても懸念されている。

（4）陸上建設における将来動向

　　　測量分野においては、建設省公共測量作業規程の改正が行われたこと、

　　更なる軽量・小型の機種の開発、使いやすいソフトウエアの整備・国土地

　　二院による電子基準点の設置等が進むものと考えられることから・GPS

　　を用いる測量が主力になると予想され、更に普及していくと思われる・

　　　計測分野では、機器の価格低下が進めば測量・計測分野の汎用機として

　　位置づけられるであろう。その一つとして、斜面崩壊予知のための地盤変

　　位観測システムに組み込み、リアルタイムでの変位計測が考えられている・

　　　また、道路などのインフラの維持管理システムへの利用として・道路施

　　設点検支援システムがある。これは、道路点検用車両にDGPS受信機と

　　ビデオカメラを搭載し、走行しながら撮影を行い、そのビデオ画像とGP

　　Sによる位置データを照合して道路施設の点検を支援するシステムである・

　　図3－6にGPSを導入した道路施設点検支援システムを示す・
　　　建設機械の制御においては、機械本体に測位機器が組み込まれて・自動

　　制御のための位置決め技術として一般化するであろう。
　　　以上の将来動向に関して求められるのは、衛星測位の継続性確保と利用

　　可能範囲の拡大である。

　　　測量業者や計測業者にとって衛星測位サービスの中断は、業務の中断を

　　意味する。したがって、業務用の衛星測位機器が大量に供給されはじめた

　　以上、衛星測位サービスの継続性確保が重要である。

　　　現在の衛星測位利用可能範囲では、衛星測量は条件の良い特別な場所で

　　なければ使えないという評価もでてくるであろう。「余程条件が悪い場所

　　以外はどこでも使える」というところまで環境整備が求められる。例えば・

　　GPSとGLONASSとの併用による干渉測位が可能となれば、利用可
　　能範囲は格段に広がる。一方、日本上空に補完する衛星を配置してGPS

　　衛星と同等の機能を持たせれば、ほとんどのエリアで利用可能になるとい

　　う意見もある。いずれにせよ、利用可能域拡大が今後の最大の課題である。

（5）海上建設での利用状況

　　　海上工事においてGPSを利用している総合建設会社は現在12社ある・

　　利用している測位は、DGPSとRTKであるが、ほとんどでRTKが用
　　いられている。図3－7に海上工事における衛星測位利用を示す・

　　　　　　　　　　　　　　　一13一



一

　適応工種としては、土運搬船管理、深浅測量、ケーソン据付、杭打ち工

事、捨て石均し工事などであり、要求精度は±5cm～3mである。工種に
対応して応用システムが開発されており、例えば深浅測量システムでは音

響測深機と組み合わせ、ケーソン据付や捨て石均し機では、コンピュータ
グラフィック表示により作業船の位置決めをリアルタイ云に行っている。

表3－2に将来利用が見込まれる分野、図3－8にGPS測位による自動
水深測量システムを示す6

　平成8年11月に民間12社が発起人となり、DGPSシステムの実用
化へ向けて調査研究や普及活動を行う「海上DGPS利用推進協議会」が
設立された。RTKに必要となる基準局を全国に設置することを目的にし

ている。平成9年春からの運用開始へ向けて基準局は、新潟、伊勢湾、京

浜地区に1局ずつ、阪神地区に2局、関門地区に3局設置される。さらに

平成11年4月に京浜、伊勢湾地区に1局ずつ追加し、全国展開を図る。

また、海上保安庁のDGPS補正データ実験放送が平成7年12月、誌面
と大王埼の中波ビーコン局から開始された。サービスエリアは半径約20

0kmの範囲である。平成9年度には若宮と室戸の他に瀬戸内海に3局が新

設され、計5局でDGPS補正データ放送が開始される予定である。平成
12年初頭までにこれらの他に、東京湾と伊勢湾の奥に更に2局設置し、

全国展開が完成予定である。コントロールセンターは東京に設置予定であ
る。

図3－9に日本における中波ビーコン局の配置を示す。

（6）海上建設での問題点

①高さ
　　　平面座標X、Yに比較して高さHのばらつきが大きいため、測量船の波

　　による上下動の検出にそのままでは利用できない。Hは標準偏差では2～

　　3cmとなっているが、最大値と最小値の差は10cm以上ある。

　　また・GPSは座標系としてWGS－84に準拠しているため、ジオイド
　　に基づく従来の水準測量とは、高さの基準が場所によって異なる。従って、

　　GPSで求めた高さをそのまま標高に換算することはできず、場所ごとに

　　ジオイドの傾斜を考慮した補正が必要である。しかし、その補正マップ

　　（ジオイドマップ）はまだ十分に整備されてはいない。

②同期
　　　GPS受信機の測位データの出力時間が一定ではなく、約0．5秒程度

　変化しているため、音響測深機との同期の問題がある（特に、移動しなが

　　ら計測する場合）。

（7）海上建設での将来動向

　　　海上工事に関しては・表3－2に示した分野で今後も利用が予想される。

　　また、RTKの精度が必要な作業とDGPSの精度で十分な作業とに棲み
　　分けがなされるであろう。
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3．2地殻変動観測・地図分野（執筆担当：村上専門委員）

　（1）利用状況全般

　　　　衛星を利用した位置計測技術の主な特徴は、地球上の絶対的な位置が決

　　　定できること及び高精度で位置が計測できることである。これらは測量・

　　　地図・地殻変動観測において最も重要な条件であることから、この分野に

　　　おいては、衛星利用のニーズが従来より高い。

　　　　実際に、宇宙利用の比較的初期の段階から、この分野への利用が実用化

　　　されている。GPSの登場以前にも、一連の反射型の光学衛星やNNSS
　　　等が利用された。我が国においても、これらの衛星を積極的に利用し成果

　　　が上がっている。

　　　　しかしながら、従来のシステムは、比較的大規模な装置や複雑な計算処

　　　理が必要であったことから、一国規模の座標の決定や学術的な研究に利用

　　　されるに止まっていた。

　　　　一方GPSは、簡単にしかも高精度の位置決定を可能にしたことから急

　　　速に導入が進み、測量・地図の分野においても、既に不可欠の基本的技術

　　　として定着している。今後も加速し、利用の一層の拡大が確実な状況にあ

　　　る。

（2）地殻変動観測の条件

　　　地震、火山噴火、地滑り等に伴う地殻変動は、数mから数mm程度の大き

　　さである。このような地殻変動を観測するために、衛星測位手法の応用が

　　現実的になったのは、GPSの登場以降である。
　　　GPSによる地殻変動観測の特徴は、高精度、天候に左右されない・無

　　人連続観測可能という3点である。

　　　世界でも有数の地震・火山国である我が国は、GPSの有用性にいち早

　　く注目し、地殻変動観測を通じて災害による被害を減少させる手法を確立

　　するため、世界に類をみないGPS連続観測網を構築した。

（3）我が国のGPS連続観測網

　　　GPS観測施設は、国土地理院が全国に610点（平成9年1月現在）
　　のGPS連続観測局（電子基準点）を設置したもので、地震・火山活動調

　　査のための地殻変動の様相を把握することを大きな目的としている。現在、

　　新たに276点の設置も進行中である。

　　　この大規模な施設による観測は、これまではその詳細が明らかでなかっ

　　た、日本列島で進行中の地殻変動の様相を次々と明らかにしつつある。代

　　表的な成果として、

　　事例一1北海道東方沖地震をはじめとした地震前後の地殻変動（図3－

　　　　　10）を明らかにした。
　　事例一2日本列島周辺の詳細なプレート運動を明らかにし、プレート境界

　　　　　に関する理論の見直しの必要性を示唆する証拠（図3－11）を捉
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　　　えることに成功した。
等がある。

　このように、従来手法では想像すら困難であった成果を連続して提供し、

世界的にも注目されている。この事例に触発されて、最近では同様に地震

多発地帯である米国力りフォルニア州において、類似のGPS観測網の構
築が始まっている。

　また、最近では、平成8年5月に房総半島で地震を伴わない地殻変動を

捉えることに成功した（図3－12）。この地殻変動は、プレートの沈み

込み地帯で大きな揺れを起こす一般的な地震と異なり、長時間かけてゆっ

くりと準静的に断層が動いたものと考えられる。このような現象を観測し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；たのは、世界で初めてである。

　ここで紹介した連続観測を初めとして、各種機関が実施するGPS地殻　　1、
変動観測結果は、地震調査研究推進本部、地震予知連絡会、火山噴火予知　　凝◎

連絡会等に報告され、専門家の詳細な検討を経て、防災情報として利用さ　　1

れている。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1

（4）GPSによる地殻変動観測と国際協力

　　　GPSを地球科学の国際的共有資源とするための、国際的な協力活動も

　　活発である。地球科学的なGPSの利用には、測位精度の向上が最も重要

　　であるが、通常GPS衛星から提供される軌道情報は、地殻変動観測には

　　十分な精度ではない。そのため地殻変動観測への利用のための高精度の衛

　　星軌道情報（精密軌道）を独自に作成することが必要である。地球を周回

　　するGPS衛星の軌道は、国際協力によって地球を均等にカバーする観測

　　網を構築し、集積されたデータに基づく解析計算を行うことによって決定

　　できる。学術目的のユーザーに精密軌道を提供する目的で、測地学に関す

　　る国際学術団体であるlAGが、学術的非営利事業であるlGSを199
　　4年に開始した。以来、この事業は国際的な分業によって、最高精度の衛

　星軌道を定常的に提供している。この軌道決定は、事後計算となるため軌

　道データが入手できるのは早くて約10日後である。

　　一方、我が国においても、国土地理院や運輸省電子航法研究所において

　独自のGPS衛星軌道決定の研究を行った実績がある。国土地理院はこの

　研究の成果をさらに発展させて、地震発生直後や火山噴火の前後など、緊

　急に精密な軌道が必要とされる際に、精密軌道を計算するシステムを構築

　　・運用している。

（5）地図分野におけるGPSの利用

　　　パーソナルコンピュータ技術の急速な発展と普及や、インターネットに

　　代表される通信情報ネットワークの普及により、地図情報をデータベース

　　として一括管理する地理情報システムGlSの実用化が注目されている。

　　GlSは、コンピュータによる検索機能や分析機能を駆使して、様々な社
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会・経済活動における意志決定支援手段として幅広い利用が期待されてい

る。我が国においても、様々な分野において、GlSの利用が進んでいる・

各行政機関によるGlSの効率的な整備及びその相互利用を促進するため・

GlS関係省庁連絡会議が平成7年9月26日に設置され・全省庁的な取
り組みが進んでいる。

　一方、GISは世界的にも普及に向けての動きが活発に進んでおり・I

SOにおいて進行しているGlSに関する世界標準の策定はその代表的な

ものである。この国際標準において位置を提供する標準的な手段としてG

PSの利用が念頭におかれている様子であり・携帯に便利なPCとGPS
の組み合わせによる実用的なGisの開発により・両者の普及が一気に進
むことが期待される。なお、このような利用方法は、阪神・淡路大震災の

復旧に利用されている先駆的なGlSにおいて既に実現されている・

（6）ニーズ

　　　測量・地殻変動観測の分野においては・GPSが実用的な道具として定

　　着している。

　特に、地殻変動を高精度に安定的に検出するためには・衛星測位システ

ムが最も効率的であり、今後ともその利用が拡大する情勢である。また・

国土庁の国土調査事業や地震調査研究推進本部が計画する地殻変動観測施

設でも、測位の重要な手法としてGPS連続観測が取り入れられつつあり・

GPSの利用は飛躍的に拡大するものと見込まれる。

　GPSにおいて、衛星測位に求められる条件は、技術的にほぼ完成の域

に達しているため、仮に新しい衛星測位システムを開発する場合は、GP

Sの欠点をカバーする機能・例えば・受信機及びアンテナのさらなる小型

化、地下及び水中での測位を可能とする補完を想定した仕様とする等・G

PS機能拡大を盛り込めば、現在よりさらにニーズは拡大すると考えられ

る。なお、新しいシステムでは、現状のGPS受信機等のインフラストラ

クチャー及びソフトウェアが利用可能となるように適合性を考慮する必要

がある。

（7）問題点

　　　GPSは、米国によって軍用航法支援用を目的として開発されたシステ

　　ムで、運用も同国のみで実施されている。このため、精度の低下、提供規

　　制御の運用が米国の判断により左右される可能性があることが本分野での

　　最大の問題点である。
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3．3農林業分野（執筆担当：行本専門委員）

　　　農林業は、自然を相手に成立つ産業であり、対象である自然（生物体の

　　生育）はまだまだ人工的に制御し得ない状況である。このことが農林業に

　　　とって、技術的にも、経済的にも他の産業と同様に扱い得ない制約条件に

　　なっている。従って衛星測位技術のニーズ、利用状況、将来動向を把握す

　　るうえで、はじめに農林業の実状を概観する必要がある。

q）農業をとりまく情勢

　　就業人口及び国内自給率は減少傾向にあり、農業従事者の過半が60歳

　以上である。一方、我が国の農業は、農産物の内外価格差拡大と輸入自由

　化圧力及び安全で高品質な農産物に対する消費者ニーズに曝されてきた。

　　世界的にはこの数十年間、化学肥料、農薬、機械といった資材、技術に
　より・単位面積あたり収量（単収）は向上してきたが・近年では逆にこれ鱒◎

　　ら資材の大量投入により、土地の荒廃が進み、単収の伸びは急速に鈍化し、

　人蔭問題と併セて食糧危機の懸念が表面化しつつある。

　　このような情勢から「新しい食料・農業・農村政策の方向」（新農政）が農

　林水産省より示され、このなかでは、農家が少数の大規模経営体と兼業を

　行う小規模経営体に分極化していくことも想定しており、農産物のコスト

　ダウンをはかりながら、自給率の減少傾向には歯止めをかけ、かつ産業と

　して自立し得る、日本の農業を再構築することが当面の目標となっている。

（2）作物や家畜と農作業

　　作物や家畜、圃場といった農業の構成要素の特徴を、以下に列記する。

　・生長速度を人為的に制御できない。

　・形状と大きさを規格化できない。

　・対象物の配置を人為的に制御することに限界がある。

　・農作業は季節と気候、作物等の生育段階に強く制限される。

　・農作業は大半が屋外で行われ、環境条件は厳しい。

　・経営体は個人が多く、資本に限界があり、また、投資と収益の関係が不明

　瞭になりやすい。

（3）衛星測位システムに対するニーズ

　①測地・測量

　　農業において農地の区画は固定的なものではなく、短期的な作付状況や

　　長期的な土地改良事業などに応じて、適切な区画に分割、あるいは統合し

　　て使われる。小面積の割付には歩数や巻尺が、土地改良事業などでは、大

　面積に適した高精度な測量機器が使用される。これらの測量機器を衛星測

　位システムに置換える動機は、コスト、作業性にメリットがない限りない。

　　林業においては、森林の管理に地図が欠かせない。植生の変化や水系の

　変化によって、所有者の異なる林地間の境界線は不明瞭になりやすく地図
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　と現地の照合が必要になる。これら森林管理のために衛星測位システムを

　適用するメリットは、平面上の見通しが悪い森林内でも絶対的な位置を容

　易に求められるという点である。ただし方法によっては精度不足、長い測

　量時間、あるいは急峻な谷平等では必要な電波が得られない問題がある。

②運転支援と自動化、無人化

　　従事者の高齢化とコスト削減に対応するため、機械化→自動化→無人化

　といった流れがある。機械化は既に実績を上げてきたが、無人化は、研究

　段階であり、目下各種の自動化が進みつつある。

　　農林業に用いられる車両は、移動しながら、あるいは移動した地点で何’

　らかの作業を実行することに主眼をおいている。従って、運転者は車両移

　動のための運転操作と作業実行のための操作を同時に行う点が、一般の車

　両と異なる。このことから以下のようなニーズが想定される。

・車両運転の支援装置
　　圃場では目的地（作業の終了点）は明確であるが、事実上、圃場内の地図

　はなく、既作業領域と未作業領域を識別して未作業領域を処理していくこ

　とになる。この両者の境界が不明瞭な場合、自らが処理してきた既作業領

　域をモニタできる運転支援装置が、作業の無駄な重複ややり残しを防止す

　る上で必要になる。図3－13に運転支援装置の情報表示例を示すが・自

　車位置情報に衛星測位システムの利用が考えられる。

・遠隔操縦と部分的自動化
　　農用車両は、屋外の悪環境下で低速、単調な作業を実行するため、作業

　の快適性を追求すれば、遠隔操縦の導入が考えられる。また、利用規模、

　資格、安全性などの観点からラジコンヘリコプターは農薬散布作業などに・

　既に多くが使用されている。これら運転支援装置、ラジコン支援装置、部

　分的自動操縦装置などに共通する情報は、圃場に対する絶対的な位置情報

　であり、衛星測位システムに対する期待感が強い。

・無人化

　　究極の自動化は無人化であり、表3－3に示す様な研究例が存在する。

　これらには共通して圃場内の位置情報が必要であり、現在、精度、信頼性、

　価格の面から決定的なシステムがないことなどから、衛星測位システムを

　導入した研究例もみられる。現在衛星測位システムを導入したトラクタの

　無人走行試験において所要の精度は確保しつつあるものの、農業に導入可

　能な安価なシステムとなる見通しは不透明である。衛星測位システムによ

　るメリットは、集落単位などで共通的に利用できる固定局情報が得られれ

　ば、圃場内に一切の投資をしなくてよく、従って圃場を選ばず無人化でき・

　また作目、圃場状態、気象などの影響を無視できる、などである。

③精密農法

　　これまでの農業は圃場区画を一つの単位として扱ってきた。しかし、現

　実には1枚の圃場であっても、部分によって、水分、肥料分、土質などが

　異なり、その結果、収量も同一ではない。そこで、圃場を所要メッシュに
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　区切って、収量、水分等の情報を調査記録して、作業時にはメッシュごと

　に最適な処理を行うという考え方が精密農法PFである。　PFにより・無

　駄な資材の投入を防ぎ、コストダウンを図るとともに環境負荷を軽減でき・

　適切な管理により増収が可能になる。図3－14にPFシステム概念の例

　を示す。欧米においては、圃場区画が大きく、一般測量機器ではシステム

　構成が困難なことから、既に衛星測位システムを利用した多くの研究例と

　実用例がある。

④その他

・放牧牛1頭ずつにGPS受／発信器を装着して、管理する試み
・水田の耕うん整地作業において水平度の高い仕上げを行うために・衛星測

　位システムの高度情報を利用しようとする発想

　いずれも衛星測位システムの利用場面と想定される。

（4）利用状況

　①国内

　　　現在のところ、農林業においては衛星測位システムは国内ではほとんど

　　が研究用であり、実用には供されていない。

　②海外

　　　PF用のシステムが市販され、欧米の農業雑誌に紹介され始めている・

　　従ってある程度の利用があると推定されるが、普及台数等は不明である・

（5）問題点及び将来動向の予測

　　　現状ではほとんど衛星測位システムの利用がなされていないが・各種統

　　計、ニーズと研究状況からの予測を以下に記す。

　①問題点

　・精度、サンプリングレート
　　　利用のケースに応じた、必要な情報等を表3－4に示す。この条件を例

　　えばカーナビにおけるマップマッチング手法のような補完システムで確保

　　できれば利用が推進される。

　・価格、その他
　　　衛星測位システムの利用価格は、農林業での利用形態により異なるもの

　　となろう。また、要求精度が高く、デファレンシャル測位は必須となり・

　　低コスト化にも固定局情報を共通的に供給するシステム構築が期待される・

　②将来動向の予測

　　　主要な農業機械の普及、出荷台数、及び出荷価格は表3－5のとおりで

　　ある。国内の農業機械市場規模は約7，000億円と推定されており、こ
　　こ数年ほとんど変化がない。これらから、仮に何らかの形で衛星測位シス

　　テムが農業機械に導入されたとした場合の、最大需要は推定しうるものと

　　考える。農林業は、生産性向上が求められており、衛星測位システムを組

　　込んだ農林業用機器の需要は拡大するであろう。

　　　　3．4陸上交通分野（執筆担当＝松田専門委員）

　　　　　（1）利用状況

　　　　　①カーナビゲーション
　　　　　　　陸上交通分野への応用は、現時点ではカーナビゲーションが圧倒的に多

　　　　　　　く、その他の応用は非常に少ない。

　　　　　　　　カーナビゲーションでは、自車の位置を決定することが、他の色々な機

　　　　　　能を利用するためにも最初に要求される。しかしGPSによる測位は、単

　　　　　　独に使われることは少なく、ジャイロによる方位信号と、タイヤの回転に

　　　　　　　よる車速信号とから相対的に位置を決める、自立航法との併用が大部分で

　　　　　　ある。自立航法では地図データベースの情報に基づき、もっとも確からし

　　　　　　　い道路に自門位置を設定する、いわゆるマップマッチングを利用して精度

　　　　　　　を上げている。しかし使用開始時や、フェリーなどで移動した直後は起点
鵜　　が定まらないので・自立航法のみで｛ま位置を決められず・GPSによる初

　　　　　　期化が必要である。したがって、GPSをまったく利用しないカーナビゲ

　　　　　　　ーションは存在しない。

§

　　1997年以降は若干伸びが小さくなるが、着実に拡大し、2000年
　にはし800億か日市場になると見込まれている。1996年度末で全乗
　用車（約4，000万台）に対する普及率は、3．5％程度と推定される。

　表3－6にカーナビゲーションの市場予測を示す。1996年には道路交
　通情報通信システムVlCSがスタートしたが、これにより利用が推進さ

　れると推定する。なおVlCSセンターの発表によれば、4月から12月
　末までで、VICS対応カーナビゲーション（アダプター形式も含む）は、

　9．5万台が出荷された。　　　　　　●

②カーナビゲーション以外の応用

　　力」ナビゲーション以外の応用については、タクシー、トラックの効率

　的運行管理を行うAVMがある。これはカーナビゲーションと異なり、管

　理センターで各車両の位置を把握し、最適な配車を実現しようというもの

　で、車載機は地図ディスプレイは持たず、GPSレシーバと通信端末を持

　つだけで、MCA、タクシー無線などの通信手段で、自車の位置をセンタ
　一に知らせ、センターから目的地、経路の情報などを受け取るシステムで

　ある。現状での利用規模はまだそれほど大きくなく、タクシーでは1万台

　程度、トラックではさらに少なく、400台程度と見られる。
　　ポータブルタイプは、主としてヨット、釣り、登山などレジャー用途に

　使われ、海外メーカーのものも輸入されているが、市場としてはそれほど

　大きくはなく、年間5，000台程度と見られる。
　　また俳聖老人の位置特定、現金輸送車の安全対策を兼ねた位置特定など、

　乗用車以外の応用もあるが、まだ研究開発段階といえる。
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（2）精度

　　　現在のGPS受信機による位置精度は最悪100m程度であるが、カーナ
　　ビゲーションについては、前述の通りマップマッチングを利用して精度を

　　高めており、位置精度は地図データベースの精度で決まる状態になってい

　　て、10m以下程度となっている。しかし何らかの原因でマッチングが外れ、

　　しかもGPSが受信できない時は、数100mの誤差もありうる。
　　　マッチングが外れる原因は、ジャイロと車速信号の誤差と、高密度の道

　　路分布、パーキングなど道路データのないところに移動することがある、

　　などである。

　　　ジャイロは以前は精度の高い光ファイバージャイロが用いられたことも

　　あるが、現在はほとんどが比較的廉価な振動ジャイロを用いており、ゼロ

点圭羅総薮灘瀦糠㌶1’擁の熱膨張その他で数繭

　　％の誤差を生じる。

　　　これに対しリファレンスはGPSしかないので、GPSの高精度化はカ
　　ーナビゲーションにとって重要である。この要求に沿ってDGPSサービ

　　スが1997年から開始される。これによりGPSのみの測位で10m程度
　　の精度となる。

　　　以上の状況はカーナビゲーション以外のタクシー・トラックの運行管理

　　システムについても同様である。

　　　車以外の用途については、地図データベースを持たないGPS単独測位

　　となり、歩行者の位置特定まで考えると・精度は数m程度が要求される。

　　しかし現在はこの精度を得る方法は確定していない・

（3）問題点

　　　現在のGPSの問題としては、精度といつでもどこでも利用できるかど

　　うかの受信率がある。

　　　精度は前述の通りで、DGPSによりかなり改善でき、カーナビゲーシ
　　ョンには十分であるが、歩行者まで考慮した用途には不足である。

　　　また現在計画されているDGPSは、誤差情報の伝送にFM多重を使う
　　ので、FM放送のサービスエリア外では効果がなくなる。これを解決する

　　にはS／Aの解除とL5波の併用で20m程度の精度を得る必要があるが、カ

　　ーナビゲーションにおいては、FM放送が受信できないような場所は道路

　　密度が低いので、マップマッチングが外れる確率が激減し、実質的にはあ

　　まり問題にはならないと予想される。

　　　受信率は、問題が大きく、都会のビルの谷間でGPSの利用が制限され

　　る。歩行者向けシステムでは、利用者が都会に多いことを考慮すると、影

　　響が大きい。これには衛星の数を増やすしか、解決方法はないと思われる・

　　したがって現段階では、GPSとGLONASSをオーバーレイする方法
　　も、有効と考えられる。

　　　　　　　　　　　　　　　一22一
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（4）将来動向

　　　カーナビゲーションについては、今後とも順調に発展を続けると見られ

　　るが、さらに広く使われるようにするためにはコストが重要である。現在

　　のシステムはディスプレイとCD－ROMドライブがコストのかなりの部

　　分を占める。

　　　これを低減するために、ヨーロッパでは多く発表されている、簡単な矢

　　印だけでガイドするシステムが考えられる。インテリジェントな部分はす

　　べてセンターが持ち、車載機はデータベースを持たず、単純な入出力端末

　　となる。自車位置の検出はGPSのみとなるので、受信率が重要である。

　　　また既に米国で発表が相次いでいる、故障や事故時に迅速に助けを呼ぶ

　　ために、自車の位置を携帯電話などを経由して、通知するセキュリティ対

　　応システム（メーデーシステム）が、我が国でも必要になると思われる。米

国では道路密度が低いため、GPS単独で問題ないと考えられるが、我が

国では道路密度が高く、高速道路の上下の判断などが重要になるので、D

GPS対応レシーバが必須になろう。

　またlTSが大きく取り上げられるようになっているが、その中でも主

要なテーマとして、AHSがある。これにはレーンの確保と車両相互の位

置を正確に把握する技術が重要であるが・レーンの確保は磁気ネイルと呼

ばれる磁石を道路に2m程度の間隔で埋め込み・車両はこの磁界を検出し
てレーン中央に位置するよう自動制御する。車両相互の位置認識について

は、現在ミリ波レーダー、レーザーレーダー・CCDカメラによる画像認

識などの手段が研究されている。

　これに対し、DGPSを利用すれば10m程度の精度で位置検出ができ
るので、これと車車間通信、路車間通信を組み合わせれば、車間距離を適

当に保つことが可能になる。

　いずれの応用についても、GPSが何時でもどこでも利用できるか否か

が非常に重要で、これには再補足時間を短縮する等、端末側で対処する部

分はあるが、基本的には衛星の数を増やすしかないと思われる。

　利用者の立場から言えば、現在の24機に対し、2倍程度の機数であれ

ば問題点はかなり少なくなるとみられる。したがってGPSとGLONA
SSの併用は有効な手段となりうる。

　精度はDGPS（WAASのような広域増強システムも含む）で解決す
ることを前提とする。
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3．5海上分野（執筆担当：西口専門委員）

　（1）利用状況

　　　海上分野における船種別のGPS利用比率は以下のようになる。

　　　内航船・外航船　＝76．3％

　　　沖合・遠洋漁船＝90％（大手漁業会社船はほぼ100％の普及率、航海の

　　　　　　　　　　　　　　長期化に伴い複数台搭載船舶が多い）

　　　沿岸漁船　　　：15％（海上保安庁のDGPSネットワーク整備に伴い

　　　　　　　　　　　　　　100％普及へと進展するものと予想されている）

　　　以上は1995年現在の社団法人日本船主協会による調査結果である。

（2）利用ニーズと将来動向

　・従来のNNSSやロランCの航法システムに比べ、精度の安定性や利便性

　　からGPSの優位性が認知され内航、外航船ではGPSが標準装置として

　　の地位を築きつつある。

　・沖合、遠洋漁船では、外国の200海里周辺での操業管理（オートパイロッ

　　ト）に不可欠の装備として利用されている。これは操業海域や操業条件等が

　　非常に厳しい国際環境下、より正確な自知位置把握が必要なためと思われ

　　る。

　・沿岸漁船では、小型漁船等は受信機システムの導入コストが負担というこ

　　ともあるが、やはり好漁場探しの際の精度が最大のニーズである。

　・lMO、　iHO並びに各国の関係機関で推進中のECDlSデータインフ
　　うの進展に伴い、通信システムとの統合や効率・安全性の向上が期待され

　　要求精度も高くなる。従って、沿岸では地上局からのDGPSサービスが、

　　遠洋では通信衛星による増強サービスが期待されている。

　・その他のプレジャーボート等の利用動向については統計数値がないが、D

　　GPSネットワークの進展に比例して利用急増が期待されている。

（3）問題点

　・技術的な問題点はほとんど無い。通信システムとの統合等・利用の高度化

　　に伴うニーズへの対応が求められる。

　・システム運用上の問題点は、衛星測位サービスの継続性が最大であろう。

　　航行の安全と衝突防止に位置情報の把握が密接な関係にあり・この為IM

　　O等の国際機関を中心にGMDSS標準やSTDMA等の通信システムA
　　ISが検討されている。いずれもDGPS増強システムのインフラ整備が

　　大前提であり、ロランやオメガ等との併用やGLONASSの利用等冗長
　　性確保の一環である。サービスの継続性に関連して費用負担の軽重も普及

　　面での大きな課題である。
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3．6航空分野（執筆担当＝篠原専門委員）

　（1）ニーズ

　　　　航空分野における衛星測位システムの利用は、lCAOにおいて、将来
　　　予想される航空交通の増大や多様化に対応するために、将来の航空航法シ

　　　ステムFANS構想が1991年に承認され、その実現に向けて取組がな

　　　されている。

　　　　その中で、衛星航法システムとしてGNSSが提唱され、当面利用可能

　　　な衛星システムとして米国のGPSとロシアのGLONASSがあげられ

　　　ている。

　　　　衛星を利用した航法システムは、現行の地上支援型の航空保安システム

　　　の限界を克服し、地球上のいかなる空域を飛行しても一定水準の航空保安

　　　サービスを提供できるものとして期待されている。

（2）利用状況

　　　航空分野における衛星測位システムの利用としては・航空路等を航行す

　　る際の航法システムとしての利用（暖風位置の把握）と空港への進入・着

　　陸時の誘導システムとしての利用が考えられる。現在・航空路を航行する

　　航空機の航法システムとして、陸地上空ではVOR／DME等の地上に設
　　置された航空保安施設を利用している。地上の電波が届かない洋上では慣

　　性航法システム1NSや慣性基準システムiRS等の慣性航法装置が用い
　　られているが、慣性航法装置から得られる位置情報は原理的に時間の経過

　　に伴い誤差が大きくなるという問題がある。

　　　従って、今後は洋上等における航法システムとして衛星測位システムの

　　利用が進むと考えられている。

　　　現在、空港への着陸誘導システムとしてはlLSが利用されているが・

　　DGPS等の高精度化によって衛星測位システムによる着陸が可能となる

　　ものと期待されている。

　　　当面利用可能な衛星測位システムとしては、米国のGPSが考えられて

　　おり、GPS受信機を搭載した航空機が既に就航しており・米国等におい

　　て航空におけるGPSの利用に関する実用化試験等が実施されている。

　　　我が国の大型航空機のGPS受信機の搭載率は、現時点では少ないが・

　　将来的には航空機の大半がGPSを搭載すると考えられ・今後はGPSの

　　積極的な利用が見込まれている。

　　　小型機においても現在、大型機と同様に自己位置を知るためのセンサと

　　してGPSの利用が始まっている。小型機の場合、航法装置の参考として

　　GPSを利用しているが、搭載機数は少なく、国内では小型機（ヘリコプ

　　ターを含む）の内数十機程度と推定される。しかし、航法装置として既存

　　の機器よりも多くの面で優れていると認識されている・

25



（3）問題点

　　　現行の衛星測位システムを航空に利用する場合の問題点としては、測位

　　精度、衛星測位システムの完全性、サービスの継続性等に関するものが挙

　　げられる。測位精度等については洋上及び航空路での利用においては十分

　　と考えられるが、空港への着陸誘導システムとして利用するためにはさら

　　に高精度の位置情報を提供するためのシステムが必要となる。航空分野に

　　おいて、安全性は必須であることから、衛星測位システムの完全性やサー

　　ビスの継続性等の確保が課題となり、それらを増強するシステムが必要と

　　なる。

（4）将来動向の予測

　　　GPSを航空航法用に利用できるようにするため、上記の増強システム

　　の整備が進められており、我が国においても運輸省航空局が運輸多目的衛

　　星を利用したGPS増強システムとしてMSASの整備を進めている・こ
　　れらの整備により、GPSの航空航法への利用が進むものと考えられてい

　　る。

3．7宇宙分野（執筆担当：北原専門委員）

　（Dニーズ
　　　　宇宙分野におけるGPS利用は、人工衛星などの宇宙機の軌道決定（位
　　　置、速度）と姿勢決定の2種類がある。　宇宙機の軌道決定については地

　　　上での測位と同様に、GPS受信機を人工衛星に搭載することにより可能

　　　であることから、地上局による測距なしで容易に衛星の軌道決定ができる

　　　利点がある。また、一般に人工衛星は、地球センサ・太陽センサ等により

　　　姿勢を検出しているが、GPSの搬送波を複数のアンテナで受信し・その

　　　位相差を計測して計算処理することによっても姿勢が決定できる・このた

　　　めGPS受信機により軽量、低電力、安価な姿勢決定システムが構築でき

　　　るとともに、信頼性の向上も期待できるなど長所がある・

（2）利用状況

　　宇宙におけるGPSの主な利用状況は以下の通りである。

　①軌道決定
　　　GPSによる宇宙機の軌道決定は、1982年に打ち上げられたLAN
　　DSAT4が実験的に実施したのを皮切りに・米国を中心に多数行われて
　　いる。本分野における主なGPS利用・実験衛星を以下に示す。

LANDSAT5
・打ち上げ＝1984年
・軌道高度1約700km
・ミッション1地球観測
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・GPS利用方法：
軌道決定と衛星時刻システム同期（従系として使用）

　EUVE
・打ち上げ：1992年
・軌道高度：約500km
・ミッション：極紫外線観測（NASA）

・GPS利用方法＝
　Pコード疑似距離及びL1搬送波位相計測により軌道決定実験をJPLで

実施していている。

TOPEX／POSEIDON・打ち上げ：1992年
・軌道高度：1、336km
・ミッション＝全地球規模の気象予測改善等のための海面高度の精密マッピ

ング等（NASA／CNES共同プロジェクト）

・GPS利用方法：
　　3種類の手法（レーザリフレクターアレー・レーダ高度計・ドップラー

レンジングシステム）により衛星高度を10cm以下で推定している。これ

に加えて6チャンネルGPS受信機を精密軌道決定の新手法実証のために

搭載し、L1、L2搬送波位相受信干渉測位方式により・オフライン処理
で衛星位置を数十cm以下の精度で推定していると言われる。

OREX
・打ち上げ＝1994年
・軌道高度＝約450km
ロミツソヨノコ
再突入飛行環境下での空気力及び空力加熱等の基礎データ取得

・GPS利用方法＝
　軌道上及び再突入時におけるGPS受信機による航法基礎データの取得
及び再突入時の評価解析用航法データの初期値決定（L1、C／Aコード受信）

　SFU
・打ち上げ：1995年
・軌道高度1約300kmから500km
・ミッション1宇宙環境における長期間の実験

・GPS利用：方法l
GPSを利用したオンボード軌道決定試験を実施。

ALFLEX
・実験11996年
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・高度＝約1500m～着陸まで
・ミッション＝宇宙往還技術試験機の自動着陸技術の基礎を固め及び種々の

技術データの取得等

・GPS利用方法＝
地上に模擬iGPS衛星を配置する方式のGPS差分航法による、自動着陸
フェーズの高精度航法実験を実施。　（分離地点設定、着陸航法データ取得）

　（L1、C／Aコード受信）

　ETS－VH
・打ち上げ：1997年予定

・軌道高度：約550km
・ミッション：

ランデブー・ドッキング技術実験、宇宙用ロボット技術実験等

・GPS利用方法：
500m以遠の自動ランデブ用の軌道制御センサとしてGPS受信機
をターゲット衛星とチェイサ衛星に搭載し、GPS相対航法を実施す

る計画。　（L1、C／Aコード受信）

～◎

②姿勢決定

　　GPSの搬送波位相計測データを利用した姿勢決定は、小型衛星等の姿

　勢制御系の簡略化を意図して、近年急速に研究開発が進んでいる。199

　3年打ち上げのRADCALで初の軌道上GPS姿勢決定実験が行われ、
　その後スペースシャトル等を利用した実験が行われ、1996年打ち上げ

　のREX－Hでは軌道上で初めてGPSによる姿勢決定値を使用した閉ル
　ープの姿勢制御を実施した。我が国においては、軌道上宇宙機への利用は

　研究段階にあり、航空宇宙技術研究所において、航空機を用いたGPS姿

　勢決定の飛行実験が実施された。世界の主なGPS利用・実験衛星を以下

　に示す。

　RADCAL・打ち上げ：1993年（米国空軍）

・軌道高度＝約800km
・ミッション：軍事及び民間用Cバンドレーダシステムの校正

・GPS利用方法＝
　2台のGPS受信機による搬送波位相計測による姿勢決定

ADEOS－H
・打ち上げ：1999年予定。

・軌道高度：約800km
・ミッション：

地球観測プラットフォーム技術衛星による観測の継続・高度化・地球

環境問題に係わる全地球的規模の水・エネルギー循環のメカニズム解

明に不可欠な地球科学データの取得等

・GPS利用方法：
ミッションデータへの位置情報配信をGPSを用いて行う。オンボード受

信機と地上基準点のGPS受信機を用いた相対測位方式で・高精度位置決
定実験を計画している。　（位置情報配信：100m以下・高精度位置決定

実験目標値：2～3m）　（L1、C／Aコード受信）

ALOS
・打ち上げ12001年度予定
・軌道高度＝約690km
・ミッション＝地図作成、地域観測、災害状況把握・資源探査等

・GPS利用方法1
2周忌搬送波位相のオフライン処理で高精度位置決定を行い・観測地

点の特定に利用する計画である。　（精度要求11m以下）、　（L1、

C／Aコード、L2受信）

馬

　REX－r［
・打ち上げ：1996年（米国空軍）
・ミッション：電子密度不規則性による電波伝ばんへの影響等の研究

・GPS利用方法：姿勢及び軌道決定

（3）問題点・課題

　①S／Aにより測位精度に作為的な劣化措置が施されている。

　②インテグリティの問題があり、宇宙機の実時間制御用のセンサとして不安

　　がある。

　③民生用としての測位サービスの将来的継続性に不安がある。

　④宇宙用航法としては高度3，000km程度の低軌道までしか利用できな
　　いので、それ以遠の宇宙機も使用できるようなシステムが望まれる。

（4）将来動向

　　　GPSを利用することにより地上局の支援なしに自立的測位が可能にな

　　るこど、またGPSによる宇宙機の姿勢決定は、従来の姿勢センサに比べ
　　て、小型軽量、低電力、低価格、システムの単純化等の長所があることな

　　どから、多くの研究・試験等がなされており、今後ますます利用されてい

　　くと考える。なお、我が国ではHOPE－XでのGPSを利用した航法、
　　または姿勢決定基礎実験、HTVでの宇宙ステーションとのランデブーの
　　ための位置・速度決定、相対位置決定等が計画されている。
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3．8その他の分野（偽筆担当：西口専門委員）

　（1）概況

　　　現在世界各国で実用化或いは実用化に向けて取り組まれている利用例は

　　多様である。特にRTKと呼ばれる・低速移動体のcmオーダの高精度測位

　　を準リアルタイムで計測できる新技術の登場により・各種用途でその有用

　　性が認められ活性化しつつある。

　　　図3＿15に衛星通信を利用したDGPS増強サービスの概要を示す・
　　　GPSを中心とする衛星測位システムは・その拡張性の高さや使い勝手

　　の良さからあらゆる分野に浸透しつつある。

（2）その他の分野の中の特徴的な事例

　①情報通信分野
　　衛星測位システムには、高精度の原子時計が搭載されている。　宇宙空間

　　に展開しているGPS衛星群が発信する精密計時を絶対基準とすることに

　　より、地球上、宇宙空間上の何処にいても世界共通の標準時刻が得られる

　　ことから、現在、主要国の標準時間管理機関が観測実験協力し合う等UT

　　C標準時刻の基準化に向けて国際的な活動が繰り広げられている。

　　他方、この宇宙ベースの基準である精密時計を利用した時刻同期や周波

　数同期への活用が衛星測位システムのもう一つの利用分野として注目され

　ている。利用者は、通信事業者や電力供給事業者であるが・特に通信・放

　送の分野では、デジタル化・移動体無線通信の進展・地上型無線通信から

　周回衛星移動体通信への発展・通信・放送の融合・インターネットの世界

　的浸透等、一大変革期を迎えている。

　　特に、デジタル化の進展に伴い大容量双方向通信を含む国際通信インフ

　ラ時代に多様な情報が多様な伝送媒体を介して世界中を伝わる時・重要な

　役割を果たすのがタイミング同期・周波数同期であり・そのツールとして

　GPSが期待されている。大容量通信の高速リンクには・交換局による間

　接的非同期接続よりもGPS同期による独立的瞬時接続が好ましくGPS
　同期やが注目される理由であり・一部でGPSの採用が始まりつつある。

　　更に、スウェーデンでSTDMA方式と呼ばれるGPSの高精度時刻同
　期により細分化された時刻スロット割り当てを複数の多様な移動体間で通

　信に利用する斬新な通信システムが開発され・主として欧州で実用化に向

　けて検討されている。

②気象観測分野
　　衛星測位システムの誤差要因の一つに大気圏の電波伝播遅延誤差がある。

　種々の数学的補正モデル等によりかなりの誤差を消去できるが、mmオーダ

　の精度向上には、大気中に偏在する水蒸気がノイズとして障壁となる。

　　一方、気象学では、数値予報によって数百kmスケールの予報が実用化さ

　れているが、集中豪雨のような数十km程度の予測を数値予報で行うにはモ
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デルの改良や観測の充実が必要であり、中でも時間空間ともに高分解能の

水蒸気観測が予報精度の向上の鍵を握るとされている。

　この両者がGPSで結びつくことで諸々の分野に波及効果をもたらすG

PS気象学が誕生した。気象学から見ると、GPS信号の大気遅延量はノ

イズでなく貴重な観測データであるが、GPS連続観測網のような時間空

間分解能の高い水蒸気観測は実現しておらず、GPSによる高密度、高頻

度、高精度の下降水量データへの期待は非常に大きい。

　また気象学で得られた精度の向上した数値予報データを、測地側に準リ

アルタイムにフィードバックしてGPS観測における大気遅延量の超精密

な補正に用いることによってGPS測位精度の向上に資することもできる。

　例えば米国サンフランシスコ湾で頻繁に発生する厚い霧による測位誤差

でDGPSナビゲーション中の船舶が事故を起こしており、ローカル気象

予報への応用に関心が高まっている。

　我が国は、地理的・気象学的条件により水蒸気量の局地的な変化が大き

いという特徴を有しており、国土地理院によって展開されている、十分に

細かいメッシュで国土を覆うGPS連続観測網によって得られる下降水量

データと、気象庁の気象予報技術との統合により・我が国はGPS気象学

で世界をリードできる条件が揃っている。

　既に、気象庁と国土地理院を中心として・気象学・測地学に関係する国

立研究所や関連大学、大学等の研究機関がrGPS気象学」に結集して研
究に着手しつつある。この成果は・気象予報精度・測地精度の向上みなら

ず、地球科学への国際貢献等々その波及効果は極めて高いと期待される。

　更に、郵政省の提唱する「成層圏無線中継システム」が実現すれば、そ

の飛行体に搭載した高精度GPS受信機で複数のGPS衛星からの電波を
受信し、大気の屈折率計算により大気の温度や湿度を求めることができ気

象予報の精度向上に寄与する。また・海上での気温または湿度の頻繁な観

測によりGPS測位の大気圏遅延誤差補正にフィードバック可能である。

③災害救難等

　　測位と移動体通信の複合は、有効利用分野が多く、研究開発が世界で活

　発である。その一つとして、災害救難を効率的・効果的に実施するメイデ

　イシステムの実証実験が米国の州レベルで盛んである。

　　モトローラ社寺による携帯電話とカーナビ端末の組み合わせ商品が市場

　に出回っており、公共救済部門に中継する民間のサービス事業者も既に存

　在している。災難者の心理的安心感のニーズ・技術的な可能性、救助側へ

　の複数の通報錯綜を特定選別でき混乱を回避する等、その有効性について

　は十分実証されている。　新たなサービスとして今後期待される分野である。

　　なお、海難事故については、国連機関lMOを中心としてGMDSSと
　称するレーダー物標の自動識別のための国際標準化作業が1999年2月

　完成目標に進展している他、STDMA方式も併行検討されている。
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4．我が国が取り組むべき技術開発課題

　4．1想定される衛星測位技術開発のシナリオ群

　　　　　3章までで明らかにした様に、米国のGPSは、最も信頼性の高い衛

　　　星測位システムとして世界で広く利用されている。我が国においてもG

　　　　PS利用は、広く普及しており、特にGPSカーナビゲーションは、一

　　　つの産業として発展しつつあり、測量・地殻変動観測分野においても既

　　　にGPS利用が主流技術として欠かせないものになっている。GPSは、

　　　　1996年3月に発表された米国政府の新政策（大統領決定）により、

　　　継続的な無償利用が保証されるとともに、10年以内にS／Aが廃止（ただ

　　　し政府は軍に対し、S／A廃止に向けての十分な準備期間と資金を提供する）

される。従って我が国の衛星測位は今後ともGPS利用が中心になると
考えられる。

　しかし現在、計画されているGPSのBlockHF衛星が寿命を終える2
020年頃、GPSが依然として民生用にも運用され続けているか、国
際的に共同で衛星を開発・調達・運用する機関（以下「国際機関」とい

う）による民生用衛星測位システムの運用が開始されているか、欧州の

GNSSが民生用衛星測位の中心になっているか等を現時点で予測する
ことは不可能である。

　一方、本分野における我が国の技術レベルは米国等よりも大幅に遅れ

ており、今後、技術を確立しようとすると、基礎技術研究、要素技術開

発・宇宙での実証といった着実な開発ステップを踏む必要がある。

　衛星測位システムに対する利用者の意見を要約すると次の様になる。

①現行GPSの継続性が保証されれば十分な分野、GLONASS等他
　の衛星測位システムないし様々な増強システムとの併用により完全性

　・定常性が増すことで更に利用が拡大する分野がある。
②利用者は、完全性（世界中どこでも利用中に必要な精度が保証される

　　　　　　　　　　こと）

　　　　　　定常性（精度高いサービスを途切れることなく使用できる

　　　　　　　　　　こと）

　　　　　　公開性（誰でも自由に利用できること。）

　の3条件が担保された衛星測位システムを望んでいるが、現状では、

　GPSでも3条件を完全に担保しているとは言い難い。そこで利用者
　側は・GPS自身の発展、利用技術の向上、衛星測位技術開発等によ

　り更に質の高い衛星測位システムが利用できることを望んでいる。

③我が国が衛星測位技術を開発する場合、利用者は上記3条件のGPS

　で不足している部分を補完するか、GPSに対して付加機能がある、

　もしくはGPSを凌駕する機能をもつことを期待している。

診
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　衛星測位システムに対する技術開発側の意見を要約すると次の様にな
る。

①衛星測位技術の開発は、GPSの不足している部分を補完する方策の
　一つとして有効である。

②GPSが民生用衛星測位サービスを継続しているか否かに関わらず、

　衛星測位技術を他の宇宙開発プログラムへの応用も可能なこれからの

　我が国の宇宙基礎技術として確立すべきである。

③将来、国際機関が民生用衛星測位システムを整備する際には、我が国

　は技術面から貢献できる能力を備えておく必要がある。

　ここでは、上記の直な利用側、技術開発側両者の考え方を基本として、

衛星測位を巡る諸事情の変化に柔軟に対応できる様に、技術開発を行わ

ない場合を含む5つの技術開発シナリオについてそれぞれの長所・短所

をまとめた。

　なお、衛星測位技術は、軍用としても重要な意味を持つが、ここでは、

軍用ニーズ・諸問題については検討を行っていない。

シナリオ1　’顯沮1立システムに　する　術粥　をしない。

　　（将来に渡ってGPS利用のみ）

　現在同様、GPS等の海外衛星測位システムを利用し、我が国で技術
開発は行わず、衛星測位システムを開発・保有しない。ただし、国際情

勢を考慮しつつ、衛星測位技術に関するボトムアップを図り、GPS等
が最大限に利用できる環境整備を推進する必要がある。

　測位精度の向上等のユーザニーズには、次の様な利用技術開発により

応えることとする。

　　　　①DGPS等増強システムの開発

　　　　②MTSATによるGPS増強システムの推進
　　　　③GPSとGLONASSの同時受信方式の開発
　　　　④その他、GPSの利用方法の改良
（長所）

　技術開発経費が少ない。

（短所）

　本シナリオでは、我が国の衛星測位利用におけるGPS継続性の不安

は解消しない。

更に衛星測位技術という基本システムを海外に依存することになり、か

つ国際協力において技術面から貢献できないなど、技術立国としての我

が国の立場について、国際的な評価が落ちる可能性がある。
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シナリオ2　将　の僧　浪齢システムに必　な基　　術の謂発

　　（当面GPS利用のみ、ただし複数衛星による技術試験を行う）
　基本的には現状の延長で、測位精度向上等のユーザニーズにはシチリ

オ1と同じ方法で応えるが、将来、国際機関による民生用衛星測位サー

ビス提供が開始される場合に備えて技術面から貢献できる様に最も基礎

になる技術のみを開発する。

ここで確立すべき衛星測位システムの要素技術を表4－1に示す。下記

に示す3技術が以降のどのシナリオにおいても必要不可欠な基礎技術で

あり、技術試験の段階までには7年程度の期間が必要である。

　　　　①衛星搭載用原子時計

　　　　　ルビジウム時計の衛星搭載化開発を実施し並びに最も精度の

　　　　　高い衛星搭載用水素メーザ時計の開発を目指す・

　　　　　本技術は、高安定度周波数発生装置として通信衛星・深宇宙

　　　　　探査衛星等の高機能化にも適用可能な基礎技術である。

　　　　②衛星群時刻管理技術
　　　　　衛星測位システム構築において最も重要な基礎技術である・

　　　　③高精度衛星軌道決定技術
　　　　　本技術は、衛星測位システム構築において重要な技術であり・

　　　　　かつ正確な高度測定を要求される地球観測衛星等の軌道決定

　　　　　にも使われる基礎技術である。
　なお、上記①から③については、国際機関による測位衛星打上げ計画

が具体化した際に速やかに衛星開発へ移行する準備としてコンポーネン

トを地上で研究開発し、加えてそれを宇宙で技術試験を実施する最低数

の衛星（技術試験衛星、ミッション実証衛星等）を開発する・
（長所）

　宇宙基礎技術としての衛星測位技術を確立できるとともに・国際的な

諸条件に配慮すべき点が少ないことが長所である。

また国際機関が民生用衛星測位システムを確立する際に・我が国が技術

面から貢献する基盤を最小経費で確立できる。
（短所）

　国際機関による民生用衛星測位システム整備は、当面開始される動き

もなく・その様なシステムが整備されない場合には、技術開発の成果が
社会に生かされないこととなる。

　一方・本シナリオで開発する技術のみでは、利用者側ニーズとしての

利用可能性向上、精度向上、多機能化に対し、十分応えることはできな

いし・GPSが民生用衛星測位サービスを停止した場合の問題点も完全
に解消できない。
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シナリオ3　GPS　「占を　　とする’一事1古システムの粥　。

　　　　　　（GPS補完が基本となるが、単独でも利用可能なシステム）

　　　　　本シナリオは、GPS補完機能を基本とした上で、GPSなしでも我
　　　　が国周辺の地域的な衛星測位サービスが可能な技術を実証する衛星（技

　　　　術試験衛星、ミッション実証衛星等）を開発するものである。

　　　　　ここで開発すべき衛星測位システムの要素技術は、表4－1に示すよ

　　　　うに、共通3技術に加えて以下が加わる。宇宙実証の段階までには、

　　　　10年程度の期間が必要である。

　　　　　　　　①GPS補完技術
　　　　　　　　②測位サービスシステム技術

　　　　　　　　③レンジング放送技術

　　　　　　　　④インテグリティチェック技術

　　　　　　　　⑤衛星バス要素技術

　　　　　　　　⑥衛星群追跡管制技術

　　　　（長所）

　　　　　本シナリオで実証後は、同一規格の衛星を必要数製作・打ち上げれば

　　　　実用化につなげられる。

　　　　更に実用化後は、GPSとの併用により利用可能性が広がり、精度向上

　　　　が望めることはもとより、GPSが万が一、民生用信号を停止した場合
　　　　にも、我が国周辺での衛星測位サービスを継続できる。

　　　　また国際機関による民生用衛星測位サービスが計画された場合にも、比

　　　　較的短期間での衛星開発が可能であることからシナリオ2よりも積極的

　　　　な技術貢献が可能である。

　　　　（短所）

　　　　　実証に必要な経費は・シナリオ2よりも遙かに高くなり、その割に確

　　　　立する技術は、現状のGPSとの差異を明確化できるものにはならない。

　　　　また本シナリオは、我が国独自の衛星測位システムの実用化につながる

　　　　ことから、GPSの我が国での民生利用の継続性の確保に悪い影響を及

　　　　ぼす恐れがある。

シナリオ4　蔭ムミッションを些し入れたGPS　削脚演齢システムの牙
　　（GPS補完が基本となるが、単独でも利用可能かつ複合ミッシ

　　　ョンを搭載するシステム）

　測位と移動体通信が合体した複合システムは、今後のマルチメディア

時代に向けて脚光を浴びると予想されている。また現状のGPSでも3
章に述べた様にその特徴を生かし通信分野等、測位以外の利用が進めら

れている。

本シナリオは、GPS利用の補完を基本とする点はシナリオ3と同様で
あるが、静止衛星と中高度軌道等の衛星を組み合わせた移動体通信ミッ

ションと複合化することにより、ユーザとの双方向通信・第3者による
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位置確認等、現在のGPSでは行っていないサービスも可能な技術を実

証する衛星（技術試験衛星、ミッション実証衛星等）を開発する。ここ

で開発すべき衛星測位システムの要素技術を表4－1に示す。本シナリ

オについても宇宙実証の段階までには、10年程度の期間が必要である。
　（長所）

　シナリオ3の長所に加え、衛星測位と移動体通信等の複合ミッション

が主体となると考えられる将来動向を先取りしている。GPSとの差異
も明確である。

（短所）

　衛星が複雑化・大型化し、必要経費もシナりオ3よりも上昇する。

また複合ミッションという実験的要素を含んでいるが、衛星測位システ

ムの実用化に直結することは変わりなくシナリオ3同様、GPSの我が

国での民生利用の継続性の確保に悪い影響を及ぼす恐れがある。

シナリオ5　玉，、力力による　　夫　の伽　演1古システムの粥

（当初から国際的なシステム開発を想定し、それを目指した技術開発を行う）

　　GPSを考慮しつつ、世界規模の新しい民生用衛星測位システムを国

　際協力により開発する。シナリオ2～4でも国際機関が全世界的な民生

　用衛星測位システムを整備する場合に備えているが、本シナリオは、当

　初から国際協力プロジェクトによるシステムの開発を前提としている。

　　これに該当する可能性のあるプロジェクトとしては、米国のBlockHF

　以降の次世代GPS、欧州のGNSS等が挙げられる。技術的には、シ
　ナリオ3とほぼ同様のものを10年程度で我が国が実証し、いずれかの

　計画におけるシステム開発に反映することを目指す。ここで開発すべき

　衛星測位システムの要素技術を表4－1に示す。

　（長所）

　　シナリオ3の長所に加え、当初から国際協力による世界規模での民生

用衛星測位システムの整備を目指しており、開発目的が明確である。

本シナリオが実現すれば、新しい民生用衛星測位システムを確立できる

ので、GPSに依存する場合に避けられない継続性の問題点も解消し、

GPSとの差異も明確である。
　（短所）

　いずれの計画も現在のところ具体化の段階に至っておらず、不確定な

部分も多い。従って本シナリオを開始するまでに、多くの調整と長い期

間が必要と考えられる。

更に開発終了まで技術・管理両面共に協力国との複雑なインタフェース

調整を要するとともに、衛星測位システム整備に向けて相当数の衛星製

作も我が国が負担するとなれば、必要経費も大きなものとなる。
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4．2シナリオの選択について
　　　　4．1項で検討したシナリオ群のうち、どれを選択するかについては、

　　　GPSの利用状況、衛星測位技術の開発ニーズ、技術開発の自在性、衛

　　　星測位技術の宇宙基礎技術としての重要性、技術的な国際貢献基盤の確

　　　立の必要性、国民理解の向上性、開発コストと予算上の制約、国際的な

　　　環境の不確定性等を総合的に考慮すれば、当面はどのような状況にも対

　　　応できるよう、シナリオ2により開発を進めるべきである。

　　　　その後、他のシナリオへの移行等を視野に入れながら、慎重な検討を

　　　継続して行うべきである。

　　　　シナリオ2による衛星測位技術開発のスケジュールについては、以下

　　　の様に考えられる。

　　　　現在、我が国のプロジェクトとして1997年度（平成9年度）から、

　　　衛星搭載用原子時計（水素メーザ）の研究が開始される予定である。

　　　　また原子時計を利用した高精度時刻基準装置を搭載したETS一直は、

　　　2002年度頃（平成14年度頃）打上げを目標として、開発研究が

　　　1997年度（平成9年度）から開始される。ETS－Vlllで実施予定の

　　衛星測位要素技術試験は、シナリオ2における時刻管理技術の実証を効

　　率的、かつ低コストで実施するための実証試験になり得る。

　　以上の2つのプロジェクトにより衛星測位の基礎技術開発は、緒につい

　　　たばかりである。

　　　　ETS－Vlllの寿命が3年であり、その期間内に7年程度を要するシナ

　　　リオ2の基礎技術開発及び技術試験を完了させることを考慮する必要が

　　あり、GPSのBlockHFのサービス終了時に国際機関によってサービス
　　　を提供するという考えについて議論が行われることも想定され、そのリ

　　ードタイムとして10年程度は必要であることも考慮すると、シナリオ

　　　2による衛星測位の基礎技術開発は、早急に本格化する必要がある。

　なお、シナリオ2において挙げた我が国が取り組むべき基礎技術の研

究開発について、技術の内容、我が国における取り組み状況、今後の課

題等を参考に示す。
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参考1衛星搭載用原子時計（執筆担当：飯田専門委員）

　　　　ルビジウム、セシウム、水素メーザの3種類の原子時計の基本原理は、

　　　共通であるが、図4－1に示すように基本構成は、異なっており、性能等

　　　もそれに応じて異なる。表4－2に各原子時計の特徴比較を示す。

　　　　原子時計で重要な性能である周波数安定度では水素メーザが最も優れて

　　　おり、平均化時間10，000秒で1×10司5が得られるが、遷移周波数
　　　が他の原子より低いため共振器が大きく、真空装置が必要なため、大きさ

　　　等でルビジウム、セシウムに比べ劣るという問題がある。

q）水素メーザの利点

　　　測位衛星システムでは衛星搭載時計は常に同期がとれていることが前提・

　　計誤差の影響を十分小さくするためにこれより一桁程度良い0．3ns以下と

　　いう値が必要になる。このためには、測位衛星システムで行う時刻あわせ

　　頻度を1日に1回とすると、時計の周波数安定度は3×10一15以下が必要
　　になり、この実現には水素メーザが必要である。

（2）我が国の水素メーザの研究開発

　　　水素メーザは、優れた周波数安定度を持っており、周波数標準やVLB
　　I等の精密計測分野では不可欠の存在となっている。我が国では、水素メ

　　ーザの研究開発はCRLで行われている。

　　　CRLの水素メーザの研究は1965年に開始され、翌1966年には
　　米国、スイスに次いで世界で3番目に発振に成功した。その後、1970

　　年代後半からVLBlの研究開発の本格化に伴い・周波数安定度の優れた　　馬

　　原子発振器の実用機が必要とされるようになり、1982年にはVLBl
　　システム用水素メーザの開発を実施し、平均化時間数千秒で2×10－15の
　　周波数安定度を達成した。　（図4－2参照）

　　　その後・研究開発の目的は小型軽量化に移り、ループギャップ型小型共

　　振器が開発され、小型水素メーザの発振に成功し、平均化時間10，000
　　秒で3×10｝14の周波数安定度が得られている。　（図4－3参照）

（3）水素メーザの研究開発の国際動向

　　米国の現状
　　　米国では、スミソ・ニアン天文台グループが、1970年代にロケットに

　　水素メーザを搭載して打ち上げ、相対論的重力シフトの影響を検証してい

　　る。同グループは、最近では、ESAのEURECA計画用の搭載水素メ
　　ーザの開発を行い、必要な性能を確認したが、EURECA計画が頓挫し、
　　当面搭載する計画はない。開発した水素メーザはフルサイズの共振器を採
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用しており、重量は110kg、消費電力は95W以下である。

ヨーロッパの現状
　スイスのオシロクォーツ社が水素メーザを製品化したが、その技術はニ

ューシャテル天文台に移転され、今ではニューシャテル天文台が主に研究

開発を行っている。現在、ニューシャテル天文台はロシアの地球観測衛星

METEOR3MおよびロシアのVLBl衛星RADlO　ASTRON
搭載予定の水素メーザを開発している。計画ではMETEOR3Mは19

97年末、RADlO　ASTRONは1997年～1998年に打ち上
げられる予定である。ニューシャテル天文台の水素メーザはサファイア装

荷型共振器を採用して、水素メーザを直径46cm・高さ80cmと小型化で

き、重量は50kg以下を達成した。

ロシアの現状
　RlRT等の機関が水素メーザの研究開発を行っており・優れたメーザ

を開発している。特にRlRTではGLONASS搭載用水素メーザの開
発を行っている。この水素メーザではループギャップ型共振器を採用し小

型を図っており、容積65リットル・重量40k9を達成してGLONAS
S搭載原子時計をセシウムから置き換えることを目指している・

（4）技術開発課題
　　　水素メーザは我が国でも既に実用化され・カタログ製品も販売されてい

　　るが、これらは、地上用であるため・衛星搭載用水素メーザの開発では・

　　水素メーザの本来の特徴である高い周波数安定度を維持しながら・小型・

　　軽量化、低消費電力化、耐宇宙環境特性め改善を図ることが課題になる・

小型・軽量化
　欧米ではフルサイズの水素メーザで100kg弱・小型共振器を採用した

水素メーザでは40～50kg程度の開発例がある・一方・我が国の水素メ
ーザは約450kgあり、衛星搭載用として大幅な軽量化が必要である。

①真空系の軽量化
　　水素メーザでは、量子系の小型軽量化が特に重要である。量子系の中

　でも、真空系はこれまでステンレスの真空容器やイオンポンプ等を使用

　しているため、この部分に改良を加える必要がある。例えば真空ポンプ

　として、軽量化、低消費電力化が可能な水素用ゲッターポンプを適用し、

　更に真空容器を従来のステンレス容器からアルミ合金製容器に変え、さ

　らに、機械的強度を保ちながら容器の肉厚を薄くして軽量化を図る等が

　今後の課題である。

②共振器の小型化
　　量子系の中心部に設置されているマイクロ波共振器は通常はTEO1

　1モードの円筒共振器（図4－5参照）であり、この共振器の周囲に恒
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　温槽、静磁場発生コイル・磁気シールド・真空容器が配置されている・

　したがって、共振器を小型化できれば・その周囲の構成要素も小型軽量

　化が可能であり、効果は大きい。

　　共振器の小型化には二つの方法がある・一つはCRL等で行っている

　ル＿ブギャップ共振器（図4－6参照）である・この方法では・増幅器

　の熱雑音も増幅され、周波数安定度はフルサイズの共振器に比べ劣る・

　もう＿つの方法は、共振器内に低損失の誘電体を挿入して・共振器を小

　型化する方法である（図4－7参照）・スイスのニューシャテル天文台

　グル＿プは誘電体にサファイアを使用した衛星搭載用水素メーザの開発

　したが、必要な大きさのサファイア結晶を作ることが難しく・共振器周

　波数の温度変化率が大きく・さらにコストが高いことなどが問題である・

③磁ﾇ堺緯マ。イ等の高透磁率の材質で作られるが、密度が

　約89／cm3であり鉄と同程度以上である。磁気シールドの厚さは1～L

　5mm程度で、通常のTEO11円筒共振器の4重磁気シールド総重量は
　30～40kgにもなる。したがって・宇宙空間での磁場変動を考慮して
　十分な磁気シールド率を確保しながら重量を最小にするために、シール

　ド材の厚さとシールドの層数を最適化することが必要である。

温度特性の改善
　共振器周波数の安定化は、水素メーザの周波数安定度に直接影響する。

このためには、共振器用恒温層の温度制御回路の改善、共振器周波数の温

度変化率の改善が必要であるが・1／10・000℃の温度制御は容易では
なく、温度制御以外に共振器周波数を安定化する方策が必要になる。

　共振器周波数の安定化以外にも、水素ビーム量制御回路、高周波放電回

路および静磁場コイル予定電流官等の温度特性についても現在より一桁以

上の改善が必要である。
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軽量化、低消費電力化、耐宇宙環境特性の改善を図り、将来水素メーザの

衛星搭載計画が具体化したとき対応できる技術的基盤を確立する・

　実際に開発するプロトタイプの大きさ、重量、周波数安定度等の仕様は

共振器の構造によってかなり変わってくる。表4－3はフルサイズ共振器・

ループギャップ型共振器、サファイア共振器を採用したときの・期待され

る主な仕様である。衛星ミッション、衛星計画による要求性能から最適の

構造が決まる。

スケジュールの一例と各年度に行う主な技術開発課題は以下のとおりであ

る。

　初年度　水素供給系、水素ビーム発生部、真空系

　2年度　共振器系、静磁場発生系・磁気シールド系

　3年度　受信・位相同期系、その他電子制御系

　4年度　総合試験

将来への発展の課題
　上述は基本技術を確立するものであり・実際に衛星に搭載する水素メー

ザの開発は，水素メーザを搭載する衛星計画が具体化してからになる・こ

の際，水素メーザの具体的な仕様（周波数安定度・大きさ等）は搭載ミッ

ション、衛星バス等を考慮して最適化すべきである・諸外国においても・

衛星搭載用水素メーザの開発には長期間を費やしており・実際に搭載する

段階で挫折しているものも多い・
　このような現状を踏まえると，衛星搭載用水素メーザの開発については

我が国に経験がなく、実際の衛星搭載用機器の開発の難しさ・問題点を把

握することは困難である。したがって・衛星搭載用水素メーザは長期的に

基礎から研究開発していくべきものと考えられている・

耐打上げ時機械的衝撃特性の改善

　打上げ時の機械的衝撃および振動により、共振器周波数のずれと水素ビ

ームの軸ずれが生ずる。共振器周波数と水素原子の遷移周波数のずれが共

振器周波数の半値幅より大きくなると水素メーザの発振パワーの減少や発

振停止などの問題が発生するため・共振甲高さの変化を極小に抑える必要

がある。また水素ビームの軸ずれによっても発振パワーの減少や発振停止

などの問題が発生するため、機構部品の固定方式を改善する必要がある。

　また、水素放電管や水素蓄積球のようなガラス製部品の機械的強度の改

善や機械的衝撃による磁気シールド率の劣化も検討する必要がある。

（6）研究計画

　　　水素メーザ本来の特徴である高い周波数安定度を維持しながら、小型・
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参考2衛星群時刻管理技術の開発（執筆担当　飯田専門委員）
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（1）精密周波数／時刻比較技術とその課題

　　　遠隔地点間の周波数／時刻比較技術は、原子時計の発展、電波航法シ

　　ステムの出現により、1950年代より発展してきた。当初は、オメガ

　　やロランC等の広域の地上電波航法用信号を遠隔多地点で同時に受信し、

　　それを仲介にすることにより比較が行われてきた。

　　その後、宇宙技術の進歩に伴い、周波数／時刻比較法の進展も著しく、

　　1960年代半ばより人工衛星の利用が進められ、比較精度の向上が図

　　られてきている。図4－8に衛星を用いた周波数／時刻比較法を示し各

　　々の概要を以下に記す。

　①衛星信号仲介法

　　鑑蕉齢講繭1言言蕪雛姦驚零灘諜㍊地画角
　　電波航法信号やTV同期信号を仲介とするものと同じ考え方であり、

　　衛星の位置情報や受信点位置情報が高精度であることが必要であるた

　　め、高精度な時刻比較は困難である。

　②衛星中継片送り法
　　　時刻比較を行う一局から相手局へ衛星中継で信号を伝送し時刻比較

　　を行う方式で、①と同様に、衛星位置、受信点位置の精度が時刻比較

　　精度に直接影響するため高精度管理は困難である。時刻比較というよ

　　りも、放送衛星や気象衛星による標準時の広範囲な供給が多い。

　③衛星搭載時計仲介法
　　　衛星に搭載された時計を原振とした信号を仲介として周波数／時刻

　　比較を行うもので、GPSでの周波数／時刻比較がこれに相当する。

　　搭載時計の安定度・衛星位置・受信点位置誤差・及び伝搬媒質の影響　　i

　　などが課題であり・GPSでは・これらの影響軽減のため・Common－v　　馬

　　iew法（同時に同一のGPS衛星を受信する方式）が用いられている。　　Il

　④衛星中継双方向伝送方式
　　　周波数／時刻比較を行う局から相手局に対して相互に衛星中継で比

　　較用信号を伝送しあう方式で、現在最も高精度な方式の一つである。

　　この方式では、双方の信号がほぼ同一の伝搬経路を通過するため、相

　　殺され、また、衛星の位置の不確定性や変動も打ち消されるため、高

　　精度比較ができる。さらに、衛星上で同一中継器の同一帯域を双方か

　　らの信号が共有でき、中継器内での誤差も無し得る。本方式は、次世

　　代の国際時刻比較法として各国のT＆F機関で実証実験や新型時刻比
　　較用装置の開発／実験が行われている。

　　以上のほか、VLBlを用いた時刻比較（時刻比較精度0．1ns程度）、
　レーザーパルスを用いた時刻比較（衛星上で到来レーザーパルスの時間

　間隔を測定；精度1ns程度）など特殊例があるが、定常運用には至って

　いない。
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（2）比較精度、確度と課題

　　　宇宙技術、特に衛星を用いた高精度周波数／時刻比較技術における性

　　能（精度、並びに確度）に影響する要素をまとめたものを表4－4に示

　　す。　これらの内、送受信装置等の電子回路に起因する要因は、高精度

　　化のため最も重要、かつ、補償が困難なものである。特に、サブns以下

　　での実現は重要な開発課題である。

（3）研究の経緯と現状

　　周波数／時刻管理
　　　CRLは、現在10台程度の原子時計を保有し・各原子時計の性能に
　　応じた重みづけ平均を行う独自のアルゴリズムによる計算でCRLの協

　　定世界時（UTC（CRL））を決定している。
　　　こうして決定されるUTC（CRL）は・GPS国際時刻比較ネット
　　ワ＿クにより国際比較がなされ、TA1やUTCの決定に寄与するとと

　　もに、実時間ローカルUTC、日本の標準時（UTC（CRL）を9時
　　間シフトしたもの）として日本全土に提供される・

　　UTC（CRL）は、良好な長期的安定性を有して維持されている。

精密周波数／時刻比較
　CRLにおける宇宙技術を用いた時刻比較の歴史は古く・1960年
代から開始されているが表4－5には1970年代中頃以降の経緯を示

す。

（4）今後の計画

　　開発目標
　　　目標とする衛星測位システムの全体像の設定が問題であるが・

　　　．実時間で単独測位により1m以内の測位精度

　　　．搭載原子時計として平均化時間10・000～100・OOO秒で
　　　1～3×10－15程度の安定度の水素メーザー型周波数標準器
　　を想定し、そのための搭載原子時計との周波数／時刻比較技術に必要な

　　基本仕様として以下を設定する・

①時刻比較精度　　　　　10ps　lOmm・平均
②時刻比較確度　　　　　100ps以内
③長期安定性　　　　　　確度以内（校正システムによる補償）

　また、同システムは、利用者に対しては・測位用測距信号として利用

できるものを考えるべきである。

方式と技術開発課題
　高精度周波数／時刻比較：方式として、衛星一地上間双方向伝送高精度

　　　　　　　　　　　　一43一



周波数／時刻比較法を基本とし、かつ、搬送波位相を利用する（図4－

9参照）。

これは、

双方向伝送　　　一一一〉　伝搬媒質（電離圏・大気圏）や衛星位置誤

　　　　　　　　　　　　　差を相殺

搬送波位相利用　一一一〉　比較的狭帯域で高精度比較が可能

であることなどを考慮したことによる。

また、信号処理系（周波数／時刻比較）は、安定性・再現性を考慮し極

力デジタル処理を基本としてシステム設計を行う。さらに、衛星系、地

上系共に電子回路の遅延変動（局内遅延変動）を補償するための校正シ

ステムを構築するかが重要な技術開発課題である。

開発スケジュール例

初年度

2年度

3年度

基本設計

コヒーレント変復調系
デジタル信号処理系（搬送波位相測定）

校正系

実証実験系

長期間実験による安定性評価
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参考3高精度衛星軌道決定技術の開発（執筆担当＝北原専門委員）

　　　　1970年に打ち上げられた我が国初の人工衛星「おおすみ」以来、日
　　　本から打上げられたほぼ全ての人工衛星の追跡及び軌道決定／予報等の軌

　　　道計算業務は宇宙開発事業団が行なっている。

　　　この軌道計算業務は、筑波宇宙センター内にある中央追跡管制所を中枢と

　　　して、勝浦、沖縄、増田の各追跡管制所及び宇宙科学研究所鹿児島宇宙空

　　　間観測所により構成された追跡管制網により実施されている。

　　　　また、これから本格化する宇宙ネットワーク時代に対応するため、ET

　　　S－V［、COMETSを利用した衛星間通信試験用として、4way測距デー
　　　タを処理する宇宙ネットワーク軌道決定システムが整備された。

　　　　さらに、2000年代に必要とされる地球観測衛星等の高精度な軌道決

　　　定要求に応えるために、GPS及び衛星レーザ測距を利用した高精度軌道

決定システムの整備が計画されている。

G）宇宙開発事業団における軌道決定技術の現状

　①NOCS
　　　宇宙開発事業団の軌道決定の根幹となるシステムは、NOCSと略称さ

　　れており、MOS－1以降の低中高度衛星、静止軌道衛星運用に対応する

　　ため、1985年度から運用を開始した。

　　NOCSは、トランスポンダを搭載した衛星に対して各追跡管制所で電波
　　リンクにより距離及び距離変化率データ及びドップラデー届出を取得し、

　　それを最小二乗法により処理し衛星軌道を推定するバッチプログラムであ

　　る。このNOCSの構成図を図4－10に示す。
　　NOCSの現状における軌道決定精度は、秘中高度衛星で衛星位置精度

　　150m（3σ）、静止衛星では1km（3σ）である。

②宇宙ネットワーク対応型軌道決定システム

　　ETS－Vlの衛星間通信実験及び、将来の宇宙ネットワーク運用に対応

　した軌道決定システムとしてSNOCSが整備された。

　SNOCSは、宇宙ネットワーク実験局からデータ中継衛星（COMETS，
　DRTS等）を介したユーザ衛星までの4wayRARRデータを取得し、そ
　れを最小二乗法により処理しデータ中継衛星とユーザ衛星の軌道を推定す

　るバッチプログラムである。SNOCSによる軌道決定の概要図を図4－

　11に示す。

③実時間軌道推定システム

　　RTEPは、トランスファ軌道から静止軌道への液体アポジ推進系を使

　宣した軌道変換、すなわちAEF中における衛星軌道、並びに推力方向を

　実時間で推定し、モニターする実験プログラムである。

　　ETS－Mにおいて初めて実験的に運用し、国内主局の2Wayドップラー
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データ、国内従局及び深宇宙探査ネットワークのキャンベラ局の3Wayドッ

プラーデータを使用して、実時間軌道推定を行ない、当初の設計要求を満

たすことを確認した。今後は、モニター機能の充実、運用の柔軟性を計り、

COMETSを始めとする今後の宇宙機に対応する計画である。

RTEPによる軌道決定の概要図を図4－12に示す。

（2）将来計画

　　①高精度軌道決定システム

　　　　将来の地球観測衛星等では、高分解能センサ等のデータ解析のために

　　　現状の電波リンク距離及び距離変化等RARRデータでは到達不可能な

　　　高精度軌道決定の要求が考えられる。特に、高度計搭＝載ミッションには

　　　センチメートルオーダの高精度な軌道位置決定が必要となる。

　　　　NASDAでは、1999年度に打上げ予定のADEOS－Hに、　G
　　　PS受信機及びCCRを搭載し、対応した高精度軌道決定実験を行うた

　　　めにHATSを整備することを計画している。本システムは、軌道観測
　　　システムと高精度軌道決定ソフトウエアから成る。

　　　　軌道観測システムは、地球周回衛星の測位精度が最も高いGPS干渉

　　測位システムとSLRを利用する。表4－6に軌道測位方式と到達位置
　　決定精度を示す。高精度軌道決定ソフトウエアは、現行の軌道決定シス

　　　テムで培った技術をベースとし衛星運度モデル、観測データ補正モデル

　　　の高精度化を図る。なお、HATSは、2001年度頃に打上げ予定で
　　　あるALOSの実運用にも供する計画である。

　　　HATSの概要図を図4－13に示す。
　　　HATSの軌道決定精度は、低中高度衛星で衛星位置精度25cmを目標
　　　としている。

②測位衛星システム対応軌道決定システム

　　測位衛星システムでは、高精度且つリアルタイムに測位衛星の軌道を

　推定しなければならない。

　　例えばGPSの軌道は、　lGSで、汎地球上に展開したGPS地上受
　信機網のデータを使用して、20～50cmの精度で精密暦を計算してい
　る。宇宙開発事業団でも、これに必要な技術は前述の高精度軌道決定シ

　ステムと実時間軌道推定システムの整備、実験を経て技術が確立されれ

　ば可能であり、現在、測位衛星システム対応軌道決定システムの要求条

　件の検討を行っている。
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5．まとめ
　　　衛星測位技術分科会では・衛星測位システムの現状と問題点、衛星測位に

　　対するニーズ及び将来動向の予測並びに我が国が取り組むべき技術開発課題

　　について各分野の専門家による審議を行い、以下の様な知見及び結論を得た。

　現在、全世界的に稼働している衛星測位システムは、米国国防総省が管理

運用しているGPSとロシア連邦国防省が管理運用しているGLONASS
の2種類であり、いずれも、軍用に開発されたシステムであり、その利用の

一部が民生用に開放されている。

　米国は、1996年3月に発表したGPSに関する米国政府の新政策（大
統領決定）により継続的な無償利用を保証するとともに、10年以内にS／Aを

廃止（ただし米国政府は、軍に対しS／A廃止に向けての十分な準備期間と資金

を提供する）することとした。またGPSを世界の衛星測位の標準とするこ

とを提唱し将来のGPSBIockHF衛星まで計画している。

　ロシアは、GLONASSを1995年に完成させ測位信号を1996年
から15年間、民間に無償開放することとしている。

　欧州は、GNSS1として、オーバーレイ方式によるGPS／GLONA
SS増強計画を進行させており、また内容は明確ではないもののGNSS2
として静止衛星と周回衛星を組み合わせた将来型民間衛星測位システムを検

討している。

　実用化しているGPS、GLONASS共に地理的条件により信号が途切
れる問題、太陽活動最盛期の精度劣化問題、地上との電波干渉問題といった

利用面での技術的問題があり、同時に軍民両用システムに起因する問題、国

際標準化の問題等、制度面での問題もある。

　従って、両システム共、衛星測位システムとして望まれる完全性（世界中

どこでも利用中に必要な精度が保証される）、定常性（精度高いサービスを

途切れることなく使用できる）、公開性（誰でも自由に利用できる）の3条

件を担保しているとは言い難い。

　衛星測位システム構築上、基礎となる衛星搭載用原子時計、時刻管理技術

及び高精度軌道決定技術について我が国の現状は次のとおり。

　原子時計は、CRLで水素メーザ時計の研究を実施しており、必要な周波

数安定度は得られているが、衛星搭載のためには、耐振動特性、耐熱真空特

性、耐放射線特性の改善、小型軽量化及び低消費電力心密に課題が多い。

　衛星群の高精度時刻管理技術は、我が国に経験がない、未知の技術であり、

ETS一珊で原子時計を搭載した衛星測位要素技術試験が計画されている。

　軌道決定技術は、NASDAでのこれまでの衛星軌道決定技術の実績を基
に開発可能である。実時間軌道決定については、ETS－V［において既に試

験を実施し、今後の衛星でも更に実験を計画しているが、未だGPSの精度
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を上回るサービスの実現には課題が多い。

　衛星測位利用面では、我が国においては、GPSが幅広く利用されている。

建設、測量、地殻変動観測では、GP＄が主流技術として不可欠なものにな

っている。農林業では、まだ研究段階で普及してはいないものの、利用の潜

在的ニーズは高い。陸上交通では、カーナビゲーションが広く一般に普及し

て、一つの産業として発展しつつある。海上航行システムや航空管制システ

ムにも安全な航行にGPSは利用されつつあり、更に宇宙開発でも衛星の高
度推定及び軌道決定に利用されている。

　この様な状況の中で利用者は、完全性、定常性及び公開性が担保された完

全な衛星測位サービスを望んでおり、その手段としてGPS自身の発展、利
用技術の向上及び我が国での衛星測位技術の開発が必要と考えている。

　技術開発側は、衛星測位技術はGPS補完方策の一つとして有効で、我が

国の基礎技術として確立すべきであり、国際協力面での技術貢献にも必要と

考えている。

　衛星測位を巡る諸事情を考慮して、5つのシナリオを立案し、各々の長所
・短所を検討した。

シナリオ1
　将来にわたって海外衛星測位システムを利用するのみで、衛星測位技術を
　開発保有しない。

シナリオ2
　GPS利用を基礎とするが、最も基礎となる3技術のみを開発し最小限の
　数の衛星により実証する。

シナリオ3
　GPS補完を基本として、GPSなしでも我が国周辺の地域的な衛星測位
　システムサービスが可能な技術を衛星により実証する。

シナリオ4
　シナリオ3に加えて移動体通信ミッションと複合化し、GPSにはないサ
　ービスが可能な技術を衛星により実証する。

シナリオ5
　GPSを考慮しつつ、世界規模の新しい民生用衛星測位システムを国際協
　力プロジェクトとして開発するために必要な技術を衛星により実証する。

現在、我が国の衛星測位を巡る国際的な環境等には不確定な部分があること

から・当面はどのような状況にも対応できるよう衛星測位技術の開発方針と

してシナリオ2により開発を進めるべきである。

　我が国では・ETS一田等によりシナリオ2の技術開発は緒についたばか
りであり、ETS一群の衛星寿命、必要な技術開発期間を考慮し、更に国際
機関によるサービス提供についての議論が行われる可能性も配慮すると早急

に技術開発を本格化する必要がある。

　シナリオ2開始後も衛星測位を巡る環境変化に対応して他シナリオへの移

行も視野に入れながら慎重な検討を継続する必要がある。
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計画の衛星軌道配置

。6軌道面、軌道傾斜角55’

・21衛星＋3子備

下り回線のデータ

・測距コード信号

・位置情報

・暦（アルマナック）

宇宙部分

RF信号レベル
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上り回線のデータ

・衛星の軌道定数

　（位置）

・時計の補正係数

・アルマナック

送信周波数

データ回線

L置（下り回線）

L2（下り回線）

S－BAND〔下り回線1

　　　　制御部分
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GPS利用

単独測位

実時間運用

可能

相対測位

C／Aコード利用　　（精度100m）

L1帯1波のみを受信

Pコード（軍用）利用（精度16m）

L1帯、　L2帯2波を受信

ドップラー測定　　　　　　　精度　　数cm／S？

L1帯1波、　L　1、L2帯2波両モード可能

速度ベクトルを測定できる

時刻伺期

DGPS（差動GPS）
複数点における単独測位（実時間運用可）

　　　C／Aコード利用（精度2～3m）

　　　Pコード利用（精度～1m）

干渉測位（L1帯、　L2帯とも利用可能）

搬送波位相の測定

　　スタティック測位（静的干渉測位）

　　　　（精度～1cm、後処理方式）

　　ラピッドスタティック測位（高速静止）

　　擬似キネマティック測位

　　キネマティック測位（ストップアンドゴー）

　　　　　（ここまで精度～3cm、後処理方式）

　　実時間キネマティック測位

　　　　　（精度～3cm、実時間測位）

　　その他

同期精度100ns

（当然・実時間運用可能、単独測位と両立可）

出典　GPS測i義の基礎　　（社）H本測量協会著

図3－1 GPS測位の種類
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GP5衛星

既知点（一定時問受信後、データをパソコンに送る）未知点i

　　　　　　　　　　　色”島

　　　　　　　　　　　基線計算　結果出力

図3－3　GPSによる基準点測量

出典　実務者のためのGPS　（社）目本測量協会
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電子基準点が捉えた地殻変動
　房総半島の「ぬるぬる地震」

図3－12　房総半島における地震を伴わない地殻変動
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表3－1　平成8年2月末調査の業種別普及台数

級別 1級 2級 登録外機種 　　鱒皿一…　i㈹v

i
灘
数
i
i

測量業

嚼ﾝ業
w校関係

ｯ庁関係

ｻの他

　1，277

@　H2
@　236
W32（727）

@　2玉7

　1，115

@　34
@　131
P73（73）

@　211

　0
@14
@29
W（0）

@6

　　2，392

@　　160
@　　396
P，013（800）

@　　434

L一＿
合計 2，674 1，664 57 4，395　1

※（）は，国⊥地理院保イ1台数

表3－2　海上建設において将来利用が見込まれる分野

利用分野 予想要求 その他

1魚礁設置 ±1～3m

2湧昇流ブロック据付 ±1m （海底50～100m）

3土運搬船管理 ±5～10m 運航管理
±1～3rn

4深浅測量 ±100cm 平面計測
±50cm 法面計測

5湊深工事 ±0．5m

6地盤改良 ±0．1m

7堤体観測 ±5cm

8ケーソン据付 ±0．2m

9サンドコンパクション ±0．5～1m （サンドハ。イルも同じ）

10杭打ち工事 ±0．1m

11潮位測定 ±0．05m

12捨て二二工事 X，Y±0．1m

Z±0．05rn

13タンカー等危険船及び ±10cm 接岸速度、位置計測
大型フェリーの接岸

14船舶等移動体、浮体の ±5cm 姿勢、速度、旋回運動
運動計測

15漁業用定置網の場所設定 ±10cm X，Y測量
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表3－3　農用車両の無人走行研究例（主に航法に関して）
No． デバイスと方法 データ 計測誤差と

ﾆ条件

データの

X新周期

　
　
備
　
考
P

1 地磁気方位センサ＋

X斜補正用
@　　　傾斜センサ

車両方位 ＜0．3。

ﾞ場内，傾斜

E環境補正

＜0．1s 鉄道線路際等で

･気環境の乱れ
竭

2 左右車輪回転数から

箞ﾊ変化，距離検出

方位変化

ﾝ積位置

＜1％（距離）

H面状態に

謔阨ﾏ動大

〈1S 長時間利用では

ﾝ積誤差の補正

K要
3 TVカメラにより

kうん境界線認識

相対位置 ＜10cm，圃場内

X斜補正，

�wフィルタ

〈0．1s 安定的な境界線

沛oが課題

4 超音波センサにより

?ｨ列との距離検出

相対距離 〈10cm

K園内

〈1s 距離情報の安定

I検出が課題
5 複数の基準点～車両

纒W識の角度検出

圃場内絶

ﾎ位置

＜20cm，100m区

諱C走行速度

ｭ1m／s

1s 車両上標識の安

闢I認識、追尾

ｪ課題
6 基準点～車両上標識

ﾌ距離と角度検出

圃場内絶

ﾎ位置

＜5cm，100m区

諱C走行速度

ｭ1m／s

1s 車両上標識の安

闢I追尾が課題

表3－4　農林業への衛星測位システム導入に際しての条件

必要情報

@　　＊1

対象範囲

@　km

許容誤差

@cm
テ㌧タ周期

@　　S

問題点

測地・測量　　　＊2 N，E，H 〈20 〈1－100 ＜1－300 谷間、樹冠内

�M不良
運転支援装置 N，E 〈0。5＊0．5 ＜10 ＜0。5

遠隔操縦支援装置 N，E，H 〈0。5＊0．5 〈20 ＜0。5

ラシ“コンヘリ自動操縦 N，E，H 〈0。5＊0．5 ＜10 ＜0．5

自動直進維持装置 N，E 〈0。5＊0．5 〈　5 〈0。5

車両の無人化 N，E 〈0。5＊0。5 〈　5 ＜0。5

プレシシ“ヨンファーミング N，E，H 〈5＊5 〈10－500 ＜1－10

放牧牛個体管理 N，E ＜5＊5 ＜500 〈10 谷間の受信不良
水平整地作業センサ H く0．5＊0。5 ＜　2 〈0．5

野菜個体管理 N，E 〈0。2＊0。2 〈　5 く2

＊1＝Nは北向き座標、Eは東向き座標、　Hは高度座標を示す

＊2＝用途によって許容範囲は大きく異なる
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1995年における主要農業機械の普及台数等表3－5

乗用トラクタ

普及台数

Q，318千台

出荷台数＊

X0，623台

出荷価格

�Q，000億円

田植機 L869 81，729 700

自脱コンバイン L203 64，267 1，600

（株）新農林社、1997

＊1国内のみ、輸入機を含む

　　　　　　　　　　　出典：’97農業機械年鑑、

カーナビゲーションの市場予測表3－6

ぐ）

年度 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000

台数（k台） 28 58 160 344 514 810 1000 1200 1440 1728

前年比（％） 168 209 277 214 149 158 123 120 120 120噛

矢野経済研究所調べ

轄
、，
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表4－2　各原子時計の特徴比較

水素メーザ セシウム ルビジウム

能動／受動 能動 受動 受動

原子源 原子ビーム 原子ビーム ガスセル

準位選別方式 選別用磁石 選別用磁石又は

�|ンピング

光ポンピング

相互作用方式
i共振器）

TEOII円筒共振器
{水素蓄積球

ラムゼー共振器 TEO　11円筒共振器

¥ガスセル

遷移検出方法 熱線検出方式又は

�沛o方式

光検出

遷移周波数 1．42GHz 9。19GHガ 6．　38GHz

周波数安定度 ～3×10－14τ層1ノ窪 ～5×10轄肇2τ’響ノ2 ～3×10－12τ富1！2

大きさ（cm） 160×60×70 15×40×50 10×10×10

重量（kg） 500～100 ～30 1～20

消費電力（W） 200～106 ～50 1～20

その他 高確度，一次標準器 長期ドリフト大

◎

表4－4　宇宙技術における周波数／時刻比較誤差要因

項　目 概　　　要

信号伝送（変復調）方式 主に精度に影響、信号品質（S／N）と使用帯域で

ﾙぼ決定付けられる。

@　　σ　○（　（S／N）榊レ2／BW

@　　　　　（BW＝使用帯域幅）

伝搬路上の伝搬媒質 電離圏、大気圏伝搬の影響

@・電離圏の影響は伝搬路上の全電子数に比例

@　　し、搬送波周波数の2乗に逆比例

@・大気圏の影響は周波数依存性は少ないが、

@　　推定が困難（特に水蒸気遅延）

送受信装置等の電子回路

@（局内遅延変動）

確度に影響。電子回路等の経年変化、周囲環境

i特に、温度）による遅延変動。

衛星、受信点位置誤差 衛星一地上局間の信号伝搬時間

表4－3　共振器構造と目標性能

目標性能 フルサイズ共振器 ループギャップ共振器 サファイア共振器

周波数安定度

ﾑ＝104秒
＜1×10輯15 ＜1×10司4 ＜3×10－15

磁場特性 2×10－14／G 2×10嶋14／G 2×10司4／G

重量（kg） ＜100 ＜50． ＜50

大きさ（mm） 500φ×900 400φ×500 450φ×600

消費電力（w） ＜100 ＜100 ＜100

ぐ ◎

表4－5　CRLにおける宇宙技術を用いた周波数／時刻比較技術開発経緯

1975
　　　，
`TS－1による日米高精度衛星双方向時刻比較実験

1979 NTS－1（GPSの試験衛星）によるUSNOとの時刻比較

1983 CS嘱uバンドによる国内高精度双方向時刻比較無二

1984 広帯域（拡散帯域幅80MHz）衛星双方向時刻比較装置開発

1985 GPS時刻比較受信機の自主開発

1987 GPS－2周波利用電離層遅延補正用受信装置の開発

1988～1990 インテルサット衛星を利用した日台、日韓衛星双方向実験
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幽　　，

表4－6　軌道測位方式と到達位置決定精度

到達精度（衛星位置精度）

測位方式 対象ミッション
低中高度衛星

kLEO）

静止衛星

oGEO｝
月ミッション

深宇宙（火星）

~ッション

RARR（距離及び距離変化率）

@　〈8atch軌道決定〉
地球周回，月／惑星宇宙機の追跡管制 150m 1km 数km 1μrad

RARR（距離及び距離変化率）

@　〈リアルタイム推定〉

HOPE，軌道間輸送機のRVD及び地球帰

ﾒ制御、長秒時軌道変換
150m 鞘欄　簾儒篇一聯 一　一　一層一　■　一 鞠椰　一　一　■　一　一

GPS単独測位
宇宙機の自律軌道管理

100m 騨一罷一一〇〇 葡ゆ一聯圃備鱒 欄鞭葡購卿轄聯

GPS干渉測位
高分解能センサ搭載地球観測衛星、宇

拒ｪ地技術 ～25cm 一■　一　鱒一響一 聯一鱒卿鱒葡騨 鱒。櫛禰卿噂輪

衛星レーザ測距（SLR）
高分解能センサ搭載地球観測衛星、静

~衛星、宇宙測地技術 ～20cm 数m 曜一　鴨昂　一　一一 一一　一　●曽曹一

VLBI（very　long　baseline

@　i自terferometry｝

深宇宙ミッション、月面ローバーの位

u決定、月重力場の観測
一一　暉刷一●　営 柳欝鱒縣嚇榊榊

月面上での相

ﾎ位置精度
閧ncm

相対位置精度

@1Rm以下
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平成8年度後期における宇宙開発に関する調査審議について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成8年9月25日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　宇宙開発委員会決定

宇宙開発を計画的かつ柔軟に進めるため、次により調査審議を行う。

1．調査審議事項

　（1）国内の関係各機関における地球観測の分野に関する宇宙開発活動の進捗状

　　況及び成果の評価について必要な調査審議

　（2）我が国における衛星測位技術開発のあり方について必要な調査審議

　（3）その他、宇宙開発全般に関する重要事項について必要な調査審議

2．調査審議方法

　　しの調査審議は、計画調整部会において行う。なお・平成9年度以降の宇

　宙開発の計画的推進に反映させるため・平成9年3月末までに終えることを目

　途に調査審議を行う。
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　　　　　　衛星測位技術分科会の設置について

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成8年10月21日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　計画調整部会決定

1．目　的

　　「平成8年度後期における宇宙開発に関する調査審議について」　（平成8年

　9月25日宇宙開発委員会決定）に基づき、我が国における衛星測位技術開発

　への取り組み：方針を検討するため、計画調整部会に「衛星測位技術分科会」

　（以下、「分科会」という。）を設置する。　　　　　　　　　　　　　　　　　ぐ触

2．構成員

　　別途、計画調整部会長が定める。

3．審議事項

　（1）衛星測位システムの現状と問題点

　（2）衛星測位に対するこ一ズ及び将来動向の予測

　（3）我が国が取り組むべき技術開発課題

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　¢

4．スケジュール

　　平成8年11月から分科会を開催し、平成9年3月を目途に審議結果をとり

　まとめ、計画調整部会に報告する。
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　　　　計画調整部会　衛星測位技術分科会　構成員

分科会長　　水町　守志　芝浦工業大学　工学部　電子工学科　教授

専門委員　※飯田　尚志　郵政省　通信総合研究所　企画部長

　　〃　　※大林　成行　東京理科大学　理工学部　土木工学科　教授

　　〃　　　北原　弘志　宇宙開発事業団　軌道上技術開発システム本部

　　　　　　　　　　　　技術試験衛星グループ主任開発部員

　　〃　　　佐田　達典　三井建設（株）技術開発本部　技術研究所

　　　　　　　　　　　　主任研究員

　　〃　　※篠原　武三　運輸省　電子航法研究所　衛星航法部長

　　〃　　　西口　　浩　衛星測位システム協議会　事務局長

　　〃　松田　醇ソニー（株）パーソナル＆モービルコミュニケー
　　　　　　　　　　　　ションカンパニー　主幹技師

　　〃　　※宮崎久美子　東京工業大学　工学部　経営システム工学科

　　　　　　　　　　　　助教授

　　〃　　　村上　　亮　建設省　国土地理院　企画部　測量指導課長

　　〃　　※安田　靖彦　早稲田大学　理工学部　教授

　　〃　　　行本　　修　生物系特定産業技術研究推進機構　農作業ロボッ

　　　　　　　　　　　　ト開発チーム　主任研究員

　　　　　　　　※は、計画調整部会構成員を示す。
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衛星測位技術分科会　審議実施状況

第1回
1．日時

2．場所

3．議事内容

平成8年11月12日（火）　14：00～16：00
宇宙開発事業団　第3会議室　　（世界貿易センタービル22階）

（1）計画調整部会衛星測位技術分科会について

（2）審議事項の具体的な決定、審議の進め方について
（3）参考＝　将来の全世界的衛星測位システムの在り方に関

　　　　　　　する調査研究会の報告について

第2回
1．日時

2．場所

3．議事内容

平成8年12月12日（木）　　9：30～12：30　　　　　　　　1
宇宙開発事業団　第2、3会議室（世界貿易センタービル22階）

（D衛星測位システムの現状と問題点　　　　　8》・●

8薩灘鰹購雛羅ステムの利用状況、　｛
　　　問題点、将来動向

第3回
1．日時

2．場所

3．議事内容

平成9年　1月14日（火）　　14＝00～17：00
科学技術庁第5会議室（通産省別館9階）
（1）各分野における衛星測位システムの利用状況・問題点・

　　　将来動向

　　　①建設分野　　　　　　　　②地殻変動観測分野

　　　③農林業分野　　　　　　　④海上分野

　　　⑤航空分野　　　　　　　　⑤宇宙分野

　　　⑥その他の分野（通信、気象観測・災害救難等）

第4回
1．日時

2．場所

3．議事内容

平成9年　2月25日（火）　　　14＝00～16：00
科学技術庁第5会議室（通産省別館9階）

（1）我が国が開発すべき技術開発課題

　　　①想定する衛星測位技術開発のシナリオ群

　　　②衛星搭載岡原子時計について

　　　③衛星群時刻管理技術について

　　　④高精度衛星用軌道決定技術について

第5回
1．日時

2、場所

3．議事内容

平成9年　3月　7日置金）　　　14　00～16　00
科学技術庁第5会議室（通産省別館9階）

（1）報告書（案）について
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